
貸金業法 
昭和58年 5月13日 法律 第32号

貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律 
平成18年12月20日 法律 第115号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（定義）
第二条 この法律において「貸金業」とは、金銭の
貸付け又は金銭の貸借の媒介（手形の割引、売
渡担保その他これらに類する方法によつてする
金銭の交付又は当該方法によつてする金銭の授
受の媒介を含む。以下これらを総称して単に
「貸付け」という。）で業として行うものをい
う。ただし、次に掲げるものを除く。
一 国又は地方公共団体が行うもの
二 貸付けを業として行うにつき他の法律に特別
の規定のある者が行うもの
三 物品の売買、運送、保管又は売買の媒介を業
とする者がその取引に付随して行うもの
四 事業者がその従業者に対して行うもの
五 前各号に掲げるもののほか、資金需要者等の
利益を損なうおそれがないと認められる貸付
けを行う者で政令で定めるものが行うもの

２ この法律において「貸金業者」とは、次条第一
項の登録を受けた者をいう。
３ この法律において「貸付けの契約」とは、貸付
けに係る契約又は当該契約に係る保証契約をい
う。
４ この法律において「顧客等」とは、資金需要者
である顧客又は保証人となろうとする者をい
う。
５ この法律において「債務者等」とは、債務者又
は保証人をいう。
６ この法律において「資金需要者等」とは、顧客
等又は債務者等をいう。
７ この法律において「極度方式基本契約」とは、
貸付けに係る契約のうち、資金需要者である顧
客によりあらかじめ定められた条件に従つた返
済が行われることを条件として、当該顧客の請
求に応じ、極度額の限度内において貸付けを行
うことを約するものをいう。
８ この法律において「極度方式貸付け」とは、極
度方式基本契約に基づく貸付けをいう。
９ この法律において「極度方式保証契約」とは、
極度方式基本契約に基づく不特定の債務を主た
る債務とする保証契約をいう。

10 この法律において「貸金業協会」とは、第三章
第一節の規定に基づいて設立された法人をい
う。

11 この法律において「電磁的記録」とは、電子的
方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認
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識することができない方式で作られる記録であ
つて、電子計算機による情報処理の用に供され
るものとして内閣府令で定めるものをいう。

12 この法律において「電磁的方法」とは、電子情
報処理組織を使用する方法その他の情報通信の
技術を利用する方法であつて内閣府令で定める
ものをいう。

13 この法律において「信用情報」とは、資金需要
者である顧客又は債務者の借入金の返済能力に
関する情報をいう。

14 この法律において「個人信用情報」とは、個人
を相手方とする貸付けに係る契約（極度方式基
本契約その他の内閣府令で定めるものを除
く。）に係る第四十一条の三十五第一項各号に
掲げる事項をいう。

15 この法律において「信用情報提供等業務」と
は、信用情報の収集及び貸金業者に対する信用
情報の提供を行う業務をいう。

16 この法律において「指定信用情報機関」とは、
第四十一条の十三第一項の規定による指定を受
けた者をいう。
◆追加◆
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- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（登録の申請）
第四条 前条第一項の登録を受けようとする者は、
二以上の都道府県の区域内に営業所又は事務所
を設置してその事業を営もうとする場合にあつ
ては内閣総理大臣に、一の都道府県の区域内に
のみ営業所又は事務所を設置してその事業を営
もうとする場合にあつては当該営業所又は事務
所の所在地を管轄する都道府県知事に、次に掲
げる事項を記載した登録申請書を提出しなけれ
ばならない。
一 商号、名称又は氏名及び住所
二 法人（人格のない社団又は財団で代表者又は
管理人の定めのあるものを含む。以下この
節、第二十四条の六の六第一項第一号、第二
十四条の二十七第一項第三号及び第三十一条
第八号において同じ。）である場合において
は、その役員（業務を執行する社員、取締
役、執行役、代表者、管理人又はこれらに準
ずる者をいい、いかなる名称を有する者であ
るかを問わず、法人に対し、これらの者と同
等以上の支配力を有するものと認められる者
として内閣府令で定めるものを含む。第二十
四条の六の四第二項及び次章から第三章の二
までを除き、以下同じ。）の氏名、商号又は
名称及び政令で定める使用人があるときは、
その者の氏名
三 個人である場合において、政令で定める使用

（登録の申請）
第四条 前条第一項の登録を受けようとする者は、
二以上の都道府県の区域内に営業所又は事務所
を設置してその事業を営もうとする場合にあつ
ては内閣総理大臣に、一の都道府県の区域内に
のみ営業所又は事務所を設置してその事業を営
もうとする場合にあつては当該営業所又は事務
所の所在地を管轄する都道府県知事に、次に掲
げる事項を記載した登録申請書を提出しなけれ
ばならない。
一 商号、名称又は氏名及び住所
二 法人（人格のない社団又は財団で代表者又は
管理人の定めのあるものを含む。以下この
節、第二十四条の六の六第一項第一号、第二
十四条の二十七第一項第三号及び第三十一条
第八号において同じ。）である場合において
は、その役員（業務を執行する社員、取締
役、執行役、代表者、管理人又はこれらに準
ずる者をいい、いかなる名称を有する者であ
るかを問わず、法人に対し、これらの者と同
等以上の支配力を有するものと認められる者
として内閣府令で定めるものを含む。第二十
四条の六の四第二項及び次章から第三章の二
までを除き、以下同じ。）の氏名、商号又は
名称及び政令で定める使用人があるときは、
その者の氏名
三 個人である場合において、政令で定める使用

2



人があるときは、その者の氏名
四 未成年者である場合においては、その法定代
理人の氏名
五 営業所又は事務所の名称及び所在地
六 営業所又は事務所ごとに置かれる貸金業務取
扱主任者（第十二条の三第一項に規定する貸
金業務取扱主任者をいう。第十四条において
同じ。）の氏名
七 その業務に関して広告又は勧誘をする際に表
示等をする営業所又は事務所の電話番号その
他の連絡先等であつて内閣府令で定めるもの
八 業務の種類及び方法
九 他に事業を行つているときは、その事業の種
類

２ 前項の申請書には、内閣府令で定めるところに
より、次に掲げる書類を添付しなければならな
い。
一 第六条第一項各号に該当しないことを誓約す
る書面
二 法人である場合においては、その役員及び政
令で定める使用人に係る運転免許証、旅券そ
の他の本人確認に利用できるものとして内閣
府令で定める書類の写し
三 個人である場合においては、その者及び政令
で定める使用人に係る運転免許証、旅券その
他の本人確認に利用できるものとして内閣府
令で定める書類の写し
四 営業所又は事務所の所在地を証する書面又は
その写し
五 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る書類
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扱主任者（第二十四条の二十五第一項の登録
を受けた貸金業務取扱主任者をいう。以下同
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- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（登録の拒否）
第六条 内閣総理大臣又は都道府県知事は、第三条
第一項の登録を受けようとする者が次の各号の
いずれかに該当するとき、又は登録申請書若し
くはその添付書類のうちに重要な事項について
虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載
が欠けているときは、その登録を拒否しなけれ
ばならない。
一 成年被後見人又は被保佐人
二 破産者で復権を得ないもの
三 第二十四条の六の四第一項、第二十四条の六
の五第一項又は第二十四条の六の六第一項
（第一号に係る部分に限る。）の規定により
登録を取り消され、その取消しの日から五年
を経過しない者（当該登録を取り消された者
が法人である場合においては、当該取消しの
日前三十日以内に当該法人の役員であつた者
で当該取消しの日から五年を経過しないもの
を含む。）
四 禁錮（こ）以上の刑に処せられ、その刑の執
行を終わり、又は刑の執行を受けることがな
くなつた日から五年を経過しない者

（登録の拒否）
第六条 内閣総理大臣又は都道府県知事は、第三条
第一項の登録を受けようとする者が次の各号の
いずれかに該当するとき、又は登録申請書若し
くはその添付書類のうちに重要な事項について
虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載
が欠けているときは、その登録を拒否しなけれ
ばならない。
一 成年被後見人又は被保佐人
二 破産者で復権を得ないもの
三 第二十四条の六の四第一項、第二十四条の六
の五第一項又は第二十四条の六の六第一項
（第一号に係る部分に限る。）の規定により
登録を取り消され、その取消しの日から五年
を経過しない者（当該登録を取り消された者
が法人である場合においては、当該取消しの
日前三十日以内に当該法人の役員であつた者
で当該取消しの日から五年を経過しないもの
を含む。）
四 禁錮（こ）以上の刑に処せられ、その刑の執
行を終わり、又は刑の執行を受けることがな
くなつた日から五年を経過しない者
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五 この法律、出資の受入れ、預り金及び金利等
の取締りに関する法律（昭和二十九年法律第
百九十五号）、旧貸金業者の自主規制の助長
に関する法律（昭和四十七年法律第百二号）
若しくは暴力団員による不当な行為の防止等
に関する法律（平成三年法律第七十七号）の
規定（同法第三十二条の二第七項の規定を除
く。）に違反し、又は貸付けの契約の締結若
しくは当該契約に基づく債権の取立てに当た
り、物価統制令（昭和二十一年勅令第百十八
号）第十二条の規定に違反し、若しくは刑法
（明治四十年法律第四十五号）若しくは暴力
行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第
六十号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、
その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受け
ることがなくなつた日から五年を経過しない
者
六 暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下
この号において「暴力団員」という。）又は
暴力団員でなくなつた日から五年を経過しな
い者（以下「暴力団員等」という。）
七 貸金業に関し不正又は不誠実な行為をするお
それがあると認めるに足りる相当の理由があ
る者として内閣府令で定める者
八 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しな
い未成年者でその法定代理人が前各号のいず
れかに該当するもの
九 法人でその役員又は政令で定める使用人のう
ちに第一号から第七号までのいずれかに該当
する者のあるもの
十 個人で政令で定める使用人のうちに第一号か
ら第七号までのいずれかに該当する者のある
もの
十一 暴力団員等がその事業活動を支配する者
十二 暴力団員等をその業務に従事させ、又はそ
の業務の補助者として使用するおそれのある
者
十三 営業所又は事務所について第十二条の三に
規定する要件を欠く者
十四 純資産額が貸金業の業務を適正に実施する
ため必要かつ適当なものとして政令で定める
金額に満たない者（資金需要者等の利益を損
なうおそれがないものとして内閣府令で定め
る事由がある者を除く。）
十五 貸金業を的確に遂行するための必要な体制
が整備されていると認められない者
十六 他に営む業務が公益に反すると認められる
者

２ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、前項の規定
により登録を拒否したときは、遅滞なく、その
理由を示して、その旨を申請者に通知しなけれ
ばならない。
３ 第一項第十四号の政令で定める金額は、 二千万
円を下回つてはならない。
４ 第一項第十四号の純資産額は、内閣府令で定め
るところにより計算するものとする。

五 この法律、出資の受入れ、預り金及び金利等
の取締りに関する法律（昭和二十九年法律第
百九十五号）、旧貸金業者の自主規制の助長
に関する法律（昭和四十七年法律第百二号）
若しくは暴力団員による不当な行為の防止等
に関する法律（平成三年法律第七十七号）の
規定（同法第三十二条の二第七項の規定を除
く。）に違反し、又は貸付けの契約の締結若
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行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第
六十号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、
その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受け
ることがなくなつた日から五年を経過しない
者
六 暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下
この号において「暴力団員」という。）又は
暴力団員でなくなつた日から五年を経過しな
い者（以下「暴力団員等」という。）
七 貸金業に関し不正又は不誠実な行為をするお
それがあると認めるに足りる相当の理由があ
る者として内閣府令で定める者
八 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しな
い未成年者でその法定代理人が前各号のいず
れかに該当するもの
九 法人でその役員又は政令で定める使用人のう
ちに第一号から第七号までのいずれかに該当
する者のあるもの
十 個人で政令で定める使用人のうちに第一号か
ら第七号までのいずれかに該当する者のある
もの
十一 暴力団員等がその事業活動を支配する者
十二 暴力団員等をその業務に従事させ、又はそ
の業務の補助者として使用するおそれのある
者
十三 営業所又は事務所について第十二条の三に
規定する要件を欠く者
十四 純資産額が貸金業の業務を適正に実施する
ため必要かつ適当なものとして政令で定める
金額に満たない者（資金需要者等の利益を損
なうおそれがないものとして内閣府令で定め
る事由がある者を除く。）
十五 貸金業を的確に遂行するための必要な体制
が整備されていると認められない者
十六 他に営む業務が公益に反すると認められる
者

２ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、前項の規定
により登録を拒否したときは、遅滞なく、その
理由を示して、その旨を申請者に通知しなけれ
ばならない。
３ 第一項第十四号の政令で定める金額は、 五千万
円を下回つてはならない。
４ 第一項第十四号の純資産額は、内閣府令で定め
るところにより計算するものとする。
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- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（貸金業務取扱主任者）
第十二条の三 貸金業者は、営業所又は事務所ごと
に、内閣府令で定めるところにより、貸金業の
業務に従事する者のうちから貸金業務取扱主任
者を選任し、当該営業所又は事務所において貸
金業の業務に従事する使用人その他の従業者に
対する助言又は指導で、これらの者が貸金業に
関する法令（条例を含む。以下この条及び第二
十条の二において同じ。）の規定を遵守して貸
金業の業務を適正に実施するために必要なもの
を行わせなければならない。
２ 貸金業務取扱主任者は、第六条第一項第一号か
ら第七号までのいずれかに該当する者以外の者
でなければならない。
３ 貸金業者は、貸金業務取扱主任者が第一項の職
務を適切に遂行できるよう必要な配慮を行わな
ければならず、貸金業の業務に従事する使用人
その他の従業者は、貸金業務取扱主任者が行う
同項の助言を尊重するとともに、同項の指導に
従わなければならない。
４ 貸金業者は、貸金業の業務を行うに当たり資金
需要者等からの請求があつたときは、当該業務
を行う営業所又は事務所の貸金業務取扱主任者
の氏名を明らかにしなければならない。
５ 貸金業者は、貸金業務取扱主任者を選任した場
合には、その選任した日から起算して六月以内
に、内閣府令で定めるところにより、当該貸金
業務取扱主任者に、貸金業務取扱主任者研修
（都道府県知事が行う貸金業に関する法令に関
する知識その他の貸金業務取扱主任者の職務に
必要な知識及び能力に関する研修をいう。以下
この条において同じ。）を受けさせなければな
らない。ただし、その者がその選任した日前次
項の内閣府令で定める期間内に貸金業務取扱主
任者研修を受けた者であるときは、この限りで
ない。
６ 貸金業者は、貸金業務取扱主任者が貸金業務取
扱主任者研修を受けた者であるときは、当該貸
金業務取扱主任者研修を受けた日から内閣府令
で定める期間を経過する日までの間に、内閣府
令で定めるところにより、当該貸金業務取扱主
任者に、新たに貸金業務取扱主任者研修を受け
させなければならない。
７ 第五項の規定により貸金業者が貸金業務取扱主
任者研修を受けさせなければならないこととさ
れている貸金業務取扱主任者が同項本文の規定
による貸金業務取扱主任者研修を受けることな
く貸金業務取扱主任者でなくなつた場合には、
その後任の貸金業務取扱主任者は、貸金業務取
扱主任者研修を受けた日から前項の内閣府令で
定める期間を経過しない者でなければならな
い。
８ 貸金業者は、貸金業務取扱主任者に第五項又は

（貸金業務取扱主任者の設置）
第十二条の三 貸金業者は、営業所又は事務所ごと
に、内閣府令で定めるところにより、その貸金
業の業務の規模等を考慮して内閣府令で定める
数の貸金業務取扱主任者を置き、当該営業所又
は事務所において貸金業の業務に従事する使用
人その他の従業者に対する助言又は指導で、こ
れらの者が貸金業に関する法令（条例を含む。
第二十条の二において同じ。）の規定を遵守し
てその貸金業の業務を適正に実施するために必
要なものを行わせなければならない。
２ 貸金業者は、貸金業務取扱主任者が前項の助言
又は指導に係る職務を適切に遂行できるよう必
要な配慮を行わなければならず、貸金業の業務
に従事する使用人その他の従業者は、貸金業務
取扱主任者が行う同項の助言を尊重するととも
に、同項の指導に従わなければならない。
３ 貸金業者は、予見し難い事由により、営業所又
は事務所における貸金業務取扱主任者の数が第
一項の内閣府令で定める数を下回るに至つたと
きは、二週間以内に、同項の規定に適合させる
ために必要な措置をとらなければならない。
４ 貸金業者は、貸金業の業務を行うに当たり資金
需要者等からの請求があつたときは、当該業務
を行う営業所又は事務所の貸金業務取扱主任者
の氏名を明らかにしなければならない。
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第六項の規定により貸金業務取扱主任者研修を
受けさせたときは、内閣府令で定めるところに
より、二週間以内に、その旨をその登録をした
内閣総理大臣又は都道府県知事に届け出なけれ
ばならない。
９ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、その登録を
受けた貸金業者が選任した貸金業務取扱主任者
がその職務に関し貸金業に関する法令の規定に
違反した場合においてその情状により貸金業務
取扱主任者として不適当であると認めるとき
は、当該貸金業者に対し、当該貸金業務取扱主
任者の解任を勧告することができる。

10 都道府県知事は、内閣府令で定めるところによ
り、貸金業協会その他の団体であつて、貸金業
務取扱主任者研修を適正かつ確実に実施するこ
とができると認められるものとして内閣総理大
臣が指定するものに、貸金業務取扱主任者研修
の実施に関する事務を行わせることができる。

11 貸金業者が、第二十四条の二十五第一項の登録
を受けた者を貸金業務取扱主任者に選任し、又
はその選任した貸金業務取扱主任者が同項の登
録を受けた場合において、貸金業者が当該貸金
業務取扱主任者に係る同条第四項の登録番号を
当該貸金業者の登録をした内閣総理大臣又は都
道府県知事に届け出たときは、第五項から第八
項までの規定は、当該貸金業務取扱主任者につ
いては、適用しない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（証明書の携帯）
第十二条の四 貸金業者は、内閣府令で定めるとこ
ろにより、貸金業の業務に従事する使用人その
他の従業者に、その従業者であることを証する
証明書を携帯させなければ、その者をその業務
に従事させてはならない。
◆追加◆

（証明書の携帯等）
第十二条の四 貸金業者は、内閣府令で定めるとこ
ろにより、貸金業の業務に従事する使用人その
他の従業者に、その従業者であることを証する
証明書を携帯させなければ、その者をその業務
に従事させてはならない。
２ 貸金業者は、内閣府令で定めるところにより、
営業所又は事務所ごとに、従業者名簿を備え、
従業者の氏名、住所、前項の証明書の番号その
他内閣府令で定める事項を記載し、これを保存
しなければならない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（生命保険契約等の締結に係る制限）
第十二条の七 貸金業者は、貸付けの契約（住宅資
金貸付契約 （住宅の建設若しくは購入に必要な
資金（住宅の用に供する土地又は借地権の取得
に必要な資金を含む。）又は住宅の改良に必要
な資金の貸付けに係る契約をいう。）その他の
内閣府令で定める契約を除く。）の相手方又は
相手方となろうとする者の死亡によつて保険金
の支払を受けることとなる保険契約を締結しよ
うとする場合には、当該保険契約において、自
殺による死亡を保険事故としてはならない。

（生命保険契約等の締結に係る制限）
第十二条の七 貸金業者は、貸付けの契約（住宅資
金貸付契約 ◆削除◆その他の内閣府令で定める
契約を除く。）の相手方又は相手方となろうと
する者の死亡によつて保険金の支払を受けるこ
ととなる保険契約を締結しようとする場合に
は、当該保険契約において、自殺による死亡を
保険事故としてはならない。
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- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（相談及び助言）
第十二条の八 貸金業者は、資金需要者等の利益の
保護のために必要と認められる場合には、資金
需要者等に対して、借入れ又は返済に関する相
談又は助言その他の支援を適正かつ確実に実施
することができると認められる団体を紹介する
よう努めなければならない。

（相談及び助言）
第十二条の九 貸金業者は、資金需要者等の利益の
保護のために必要と認められる場合には、資金
需要者等に対して、借入れ又は返済に関する相
談又は助言その他の支援を適正かつ確実に実施
することができると認められる団体を紹介する
よう努めなければならない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
◆追加◆ （利息、保証料等に係る制限等）

第十二条の八 貸金業者は、その利息（みなし利息
を含む。第三項及び第四項において同じ。）が
利息制限法（昭和二十九年法律第百号）第一条
に規定する金額を超える利息の契約を締結して
はならない。
２ 前項に規定する「みなし利息」とは、礼金、割
引金、手数料、調査料その他いかなる名義をも
つてするかを問わず、金銭の貸付けに関し債権
者の受ける元本以外の金銭（契約の締結及び債
務の弁済の費用であつて、次に掲げるものを除
く。）のうち、金銭の貸付け及び弁済に用いる
ため債務者に交付されたカードの再発行の手数
料その他の債務者の要請により債権者が行う事
務の費用として政令で定めるものを除いたもの
をいう。
一 公租公課の支払に充てられるべきもの
二 強制執行の費用、担保権の実行としての競売
の手続の費用その他公の機関が行う手続に関
してその機関に支払うべきもの
三 債務者が金銭の受領又は弁済のために利用す
る現金自動支払機その他の機械の利用料（政
令で定める額の範囲内のものに限る。）

３ 貸金業者は、利息制限法第九条各項に規定する
利息の契約であつて、その利息（同条第一項に
規定する利息の契約に該当する場合にあつて
は、同項に規定する増加後の利息。次項後段に
おいて同じ。）が当該各項に規定する金額を超
えるものを締結してはならない。
４ 貸金業者は、利息制限法第一条に規定する金額
を超える利息を受領し、又はその支払を要求し
てはならない。同法第九条各項に規定する利息
の契約に係る利息のうち、当該各項に規定する
金額を超える部分についても、同様とする。
５ 貸金業者は、貸付けに係る契約の締結に際し、
その相手方又は相手方となろうとする者に対
し、債務履行担保措置（当該契約に基づく債務
の履行を担保するための保証、保険その他これ
らに類するものとして内閣府令で定めるものを
いう。以下この項において同じ。）に係る契約
（当該債務履行担保措置の対価として支払われ
る金銭の額が当該金銭の額を利息制限法第八条
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第一項に規定する保証料の額とみなして同条の
規定を適用したときに同条の規定により無効と
されることとなる部分を含むものに限る。）
を、債務履行担保措置を業として営む者と締結
することを当該貸付けに係る契約の締結の条件
としてはならない。
６ 貸金業者は、貸付けに係る契約について、業と
して保証を行う者（以下「保証業者」とい
う。）と保証契約を締結しようとするときは、
あらかじめ、当該保証契約を締結するまでに、
当該保証業者への照会その他の方法により次に
掲げる事項を確認しなければならない。
一 当該保証業者と当該貸付けに係る契約の相手
方又は相手方となろうとする者との間におけ
る保証料に係る契約の締結の有無
二 前号の保証料に係る契約を締結する場合に
は、当該保証料の額

７ 貸金業者は、内閣府令で定めるところにより、
前項の規定による確認に関する記録を作成し、
これを保存しなければならない。
８ 貸金業者は、貸付けに係る契約の締結に際し、
その相手方又は相手方となろうとする者に対
し、保証料に係る契約（締結時において保証料
の額又は保証料の主たる債務の元本に対する割
合が確定していない保証料に係る契約として内
閣府令で定めるものに該当するものに限る。）
を、保証業者との間で締結することを当該貸付
けに係る契約の締結の条件としてはならない。
９ 貸金業者は、保証業者との間で根保証契約（一
定の範囲に属する不特定の貸付けに係る債務を
主たる債務とする保証契約をいう。以下この項
において同じ。）を締結しようとする場合にお
いて、当該根保証契約が主たる債務の金額又は
主たる債務に係る貸付けの契約期間に照らして
不適切と認められる極度額又は保証期間を定め
る根保証契約として内閣府令で定めるものに当
たるものであるときは、当該根保証契約を締結
してはならない。

10 金銭の貸借の媒介を行つた貸金業者は、当該媒
介により締結された貸付けに係る契約の債務者
から当該媒介の手数料を受領した場合におい
て、当該契約につき更新（媒介のための新たな
役務の提供を伴わないと認められる法律行為と
して内閣府令で定めるものを含む。）があつた
ときは、これに対する新たな手数料を受領し、
又はその支払を要求してはならない。

11 金銭の貸借の媒介を行う貸金業者がその媒介に
関し受ける金銭は、礼金、調査料その他いかな
る名義をもつてするかを問わず、手数料とみな
して前項の規定を適用する。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（過剰貸付け等の禁止）
第十三条 貸金業者は、顧客等の資力又は信用、借
入れの状況、返済計画等について調査し、当該

（返済能力の調査）
第十三条 貸金業者は、貸付けの契約を締結しよう
とする場合には、顧客等の収入又は収益その他
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顧客等の返済能力を超えると認められる貸付け
の契約を締結してはならない。
２ 貸金業者は、指定信用情報機関が保有する信用
情報を使用することが可能な場合において、個
人である顧客等と貸付けの契約を締結しようと
するときは、当該信用情報を使用して、前項の
規定による調査をするよう努めなければならな
い。

の資力、信用、借入れの状況、返済計画その他
の返済能力に関する事項を調査しなければなら
ない。
２ 貸金業者が個人である顧客等と貸付けの契約
（極度方式貸付けに係る契約その他の内閣府令
で定める貸付けの契約を除く。）を締結しよう
とする場合には、前項の規定による調査を行う
に際し、指定信用情報機関が保有する信用情報
を使用しなければならない。
３ 貸金業者は、前項の場合において、次の各号に
掲げる場合のいずれかに該当するときは、第一
項の規定による調査を行うに際し、資金需要者
である個人の顧客（以下この節において「個人
顧客」という。）から源泉徴収票（所得税法
（昭和四十年法律第三十三号）第二百二十六条
第一項に規定する源泉徴収票をいう。以下この
項及び第十三条の三第三項において同じ。）そ
の他の当該個人顧客の収入又は収益その他の資
力を明らかにする事項を記載し、又は記録した
書面又は電磁的記録として内閣府令で定めるも
のの提出又は提供を受けなければならない。た
だし、貸金業者が既に当該個人顧客の源泉徴収
票その他の当該個人顧客の収入又は収益その他
の資力を明らかにする事項を記載し、又は記録
した書面又は電磁的記録として内閣府令で定め
るものの提出又は提供を受けている場合は、こ
の限りでない。
一 次に掲げる金額を合算した額（次号イにおい
て「当該貸金業者合算額」という。）が五十
万円を超える場合
イ 当該貸付けの契約（貸付けに係る契約に限
る。ロにおいて同じ。）に係る貸付けの金
額（極度方式基本契約にあつては、極度額
（当該貸金業者が当該個人顧客に対し当該
極度方式基本契約に基づく極度方式貸付け
の元本の残高の上限として極度額を下回る
額を提示する場合にあつては、当該下回る
額））
ロ 当該個人顧客と当該貸付けの契約以外の貸
付けに係る契約を締結しているときは、そ
の貸付けの残高（極度方式基本契約にあつ
ては、極度額（当該貸金業者が当該個人顧
客に対し当該極度方式基本契約に基づく極
度方式貸付けの元本の残高の上限として極
度額を下回る額を提示している場合にあつ
ては、当該下回る額））の合計額

二 次に掲げる金額を合算した額（次条第二項に
おいて「個人顧客合算額」という。）が百万
円を超える場合（前号に掲げる場合を除
く。）
イ 当該貸金業者合算額
ロ 指定信用情報機関から提供を受けた信用情
報により判明した当該個人顧客に対する当
該貸金業者以外の貸金業者の貸付けの残高
の合計額

４ 貸金業者は、顧客等と貸付けの契約を締結した
場合には、内閣府令で定めるところにより、第
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一項の規定による調査に関する記録を作成し、
これを保存しなければならない。
５ 前各項の規定は、極度方式基本契約の極度額
（貸金業者が極度方式基本契約の相手方に対し
当該極度方式基本契約に基づく極度方式貸付け
の元本の残高の上限として極度額を下回る額を
提示している場合にあつては、当該下回る額）
を増額する場合（当該極度方式基本契約の相手
方の利益の保護に支障を生ずることがない場合
として内閣府令で定めるものを除く。）につい
て準用する。この場合において、必要な技術的
読替えは、政令で定める。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
◆追加◆ （過剰貸付け等の禁止）

第十三条の二 貸金業者は、貸付けの契約を締結し
ようとする場合において、前条第一項の規定に
よる調査により、当該貸付けの契約が個人過剰
貸付契約その他顧客等の返済能力を超える貸付
けの契約と認められるときは、当該貸付けの契
約を締結してはならない。
２ 前項に規定する「個人過剰貸付契約」とは、個
人顧客を相手方とする貸付けに係る契約（住宅
資金貸付契約その他の内閣府令で定める契約
（以下「住宅資金貸付契約等」という。）及び
極度方式貸付けに係る契約を除く。）で、当該
貸付けに係る契約を締結することにより、当該
個人顧客に係る個人顧客合算額（住宅資金貸付
契約等に係る貸付けの残高を除く。）が当該個
人顧客に係る基準額（その年間の給与及びこれ
に類する定期的な収入の金額として内閣府令で
定めるものを合算した額に三分の一を乗じて得
た額をいう。次条第五項において同じ。）を超
えることとなるもの（当該個人顧客の利益の保
護に支障を生ずることがない契約として内閣府
令で定めるものを除く。）をいう。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
◆追加◆ （基準額超過極度方式基本契約に係る調査）

第十三条の三 貸金業者は、個人顧客と極度方式基
本契約を締結している場合において、当該極度
方式基本契約に基づき行われる極度方式貸付け
に係る時期、金額その他の状況を勘案して内閣
府令で定める要件に該当するときは、内閣府令
で定めるところにより、指定信用情報機関の保
有する当該個人顧客に係る信用情報を使用し
て、当該極度方式基本契約が基準額超過極度方
式基本契約に該当するかどうかを調査しなけれ
ばならない。
２ 前項に定めるもののほか、貸金業者は、個人顧
客と極度方式基本契約を締結している場合に
は、内閣府令で定める期間ごとに、指定信用情
報機関が保有する当該個人顧客に係る信用情報
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を使用して、当該極度方式基本契約が基準額超
過極度方式基本契約に該当するかどうかを調査
しなければならない。ただし、当該極度方式基
本契約に基づく極度方式貸付けの残高が少額で
ある場合その他の内閣府令で定める場合は、こ
の限りでない。
３ 貸金業者は、前二項の規定による調査をしなけ
ればならない場合において、当該個人顧客に係
る第五項に規定する極度方式個人顧客合算額が
百万円を超えるときは、当該調査を行うに際
し、当該個人顧客から源泉徴収票その他の当該
個人顧客の収入又は収益その他の資力を明らか
にする事項を記載し、又は記録した書面又は電
磁的記録として内閣府令で定めるものの提出又
は提供を受けなければならない。ただし、貸金
業者が既に当該個人顧客の源泉徴収票その他の
当該個人顧客の収入又は収益その他の資力を明
らかにする事項を記載し、又は記録した書面又
は電磁的記録として内閣府令で定めるものの提
出又は提供を受けている場合は、この限りでな
い。
４ 貸金業者は、内閣府令で定めるところにより、
第一項及び第二項の規定による調査に関する記
録を作成し、これを保存しなければならない。
５ 第一項及び第二項に規定する「基準額超過極度
方式基本契約」とは、個人顧客を相手方とする
極度方式基本契約で、当該極度方式基本契約が
締結されていることにより、当該個人顧客に係
る極度方式個人顧客合算額（次に掲げる金額を
合算した額をいう。）が当該個人顧客に係る基
準額を超えることとなるもの（当該個人顧客の
利益の保護に支障を生ずることがない極度方式
基本契約として内閣府令で定めるものを除
く。）をいう。
一 当該極度方式基本契約の極度額（当該貸金業
者が当該個人顧客に対し当該極度方式基本契
約に基づく極度方式貸付けの元本の残高の上
限として極度額を下回る額を提示している場
合にあつては、当該下回る額）
二 当該個人顧客と当該極度方式基本契約以外の
貸付けに係る契約を締結しているときは、そ
の貸付けの残高（極度方式基本契約にあつて
は、極度額（当該貸金業者が当該個人顧客に
対し当該極度方式基本契約に基づく極度方式
貸付けの元本の残高の上限として極度額を下
回る額を提示している場合にあつては、当該
下回る額））の合計額（住宅資金貸付契約等
に係る貸付けの残高を除く。）
三 指定信用情報機関から提供を受けた信用情報
により判明した当該個人顧客に対する当該貸
金業者以外の貸金業者の貸付けの残高の合計
額（住宅資金貸付契約等に係る貸付けの残高
を除く。）

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
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◆追加◆ （基準額超過極度方式基本契約に係る必要な措
置）
第十三条の四 貸金業者は、個人顧客と極度方式基
本契約を締結している場合において、前条第一
項又は第二項の規定による調査により、当該極
度方式基本契約が同条第五項に規定する基準額
超過極度方式基本契約に該当すると認められる
ときは、当該極度方式基本契約の条項に基づく
極度額の減額その他の当該極度方式基本契約に
関して極度方式貸付けを抑制するために必要な
措置として内閣府令で定めるものを講じなけれ
ばならない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（貸付条件等の掲示）
第十四条 貸金業者は、内閣府令で定めるところに
より、営業所又は事務所ごとに、顧客の見やす
い場所に、次に掲げる事項を掲示しなければな
らない。
一 貸付けの利率（利息及びみなし利息（礼金、
割引金、手数料、調査料、その他何らの名義
をもつてするを問わず、金銭の貸付けに関し
債権者の受ける元本以外の金銭（契約の締結
及び債務の弁済の費用を除く。）をいう。以
下この号において同じ。）の総額（一年分に
満たない利息及びみなし利息を元本に組み入
れる契約がある場合にあつては、当該契約に
基づき元本に組み入れられた金銭を含む。）
を内閣府令で定める方法によつて算出した元
本の額で除して得た年率（当該年率に小数点
以下三位未満の端数があるときは、これを切
り捨てるものとする。）を百分率で表示する
もの（市場金利に一定の利率を加える方法に
より算定される利息を用いて貸付けの利率を
算定する場合その他貸付けの利率を表示し、
又は説明することができないことについて内
閣府令で定めるやむを得ない理由がある場合
にあつては、貸付けの利率に準ずるものとし
て内閣府令で定めるもの）をいう。以下同
じ。）
二 返済の方式
三 返済期間及び返済回数
四 貸金業務取扱主任者の氏名
五 日賦貸金業者（出資の受入れ、預り金及び金
利等の取締りに関する法律の一部を改正する
法律（昭和五十八年法律第三十三号）附則第
九項に規定する日賦貸金業者をいう。以下同
じ。）である場合にあつては、その旨、同項
に規定する業務の方法（同項第一号の内閣府
令の内容を含む。）及び日賦貸金業者は同項
に規定する業務の方法以外の方法により貸金
業を営むことができない旨
六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

（貸付条件等の掲示）
第十四条 貸金業者は、内閣府令で定めるところに
より、営業所又は事務所ごとに、顧客の見やす
い場所に、次に掲げる事項を掲示しなければな
らない。
一 貸付けの利率（利息及び第十二条の八第二項
に規定するみなし利息の総額（一年分に満た
ない利息及び同項に規定するみなし利息を元
本に組み入れる契約がある場合にあつては、
当該契約に基づき元本に組み入れられた金銭
を含む。）を内閣府令で定める方法によつて
算出した元本の額で除して得た年率（当該年
率に小数点以下三位未満の端数があるとき
は、これを切り捨てるものとする。）を百分
率で表示するもの（市場金利に一定の利率を
加える方法により算定される利息を用いて貸
付けの利率を算定する場合その他貸付けの利
率を表示し、又は説明することができないこ
とについて内閣府令で定めるやむを得ない理
由がある場合にあつては、貸付けの利率に準
ずるものとして内閣府令で定めるもの）をい
う。以下同じ。）
二 返済の方式
三 返済期間及び返済回数
四 当該営業所又は事務所に置かれる貸金業務取
扱主任者の氏名
◆削除◆
五 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項
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- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（貸付条件の広告等）
第十五条 貸金業者は、貸付けの条件について広告
をするとき、又は貸付けの契約の締結について
勧誘をする場合において貸付けの条件を表示
し、若しくは説明するときは、内閣府令で定め
るところにより、次に掲げる事項を表示し、又
は説明しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び登録番号
二 貸付けの利率
三 日賦貸金業者である場合にあつては、前条第
五号に掲げる事項
四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 貸金業者は、前項に規定する広告をし、又は書
面若しくはこれに代わる電磁的記録を送付して
勧誘（広告に準ずるものとして内閣府令で定め
るものに限る。）をするときは、電話番号その
他の連絡先等であつて内閣府令で定めるものに
ついては、これに貸金業者登録簿に登録された
第四条第一項第七号に掲げる事項に係るもの以
外のものを表示し、又は記録してはならない。

（貸付条件の広告等）
第十五条 貸金業者は、貸付けの条件について広告
をするとき、又は貸付けの契約の締結について
勧誘をする場合において貸付けの条件を表示
し、若しくは説明するときは、内閣府令で定め
るところにより、次に掲げる事項を表示し、又
は説明しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び登録番号
二 貸付けの利率
◆削除◆
三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 貸金業者は、前項に規定する広告をし、又は書
面若しくはこれに代わる電磁的記録を送付して
勧誘（広告に準ずるものとして内閣府令で定め
るものに限る。）をするときは、電話番号その
他の連絡先等であつて内閣府令で定めるものに
ついては、これに貸金業者登録簿に登録された
第四条第一項第七号に掲げる事項に係るもの以
外のものを表示し、又は記録してはならない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（保証契約締結前の書面の交付）
第十六条の二 貸金業者は、貸付けに係る契約につ
いて保証契約を締結しようとする場合には、当
該保証契約を締結するまでに、内閣府令で定め
るところにより、次に掲げる事項（一定の範囲
に属する不特定の貸付けに係る債務を主たる債
務とする保証契約にあつては、第三号に掲げる
事項を除く。）を明らかにし、当該保証契約の
内容を説明する書面を当該保証契約の保証人と
なろうとする者に交付しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 保証期間
三 保証金額
四 保証の範囲に関する事項で内閣府令で定める
もの
五 保証人が主たる債務者と連帯して債務を負担
するときは、民法（明治二十九年法律第八十
九号）第四百五十四条の規定の趣旨その他の
連帯保証債務の内容に関する事項として内閣
府令で定めるもの
六 日賦貸金業者である場合にあつては、第十四
条第五号に掲げる事項
七 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 貸金業者は、当該保証契約に係る貸付けに係る
契約で定める利息（利息制限法（昭和二十九年
法律第百号）第三条の規定により利息とみなさ
れるものを含む。第十七条第六項及び第七項、
第十八条第三項及び第四項、第二十条第一項第

（契約締結前の書面の交付）
第十六条の二 貸金業者は、貸付けに係る契約（極
度方式基本契約及び極度方式貸付けに係る契約
を除く。）を締結しようとする場合には、当該
契約を締結するまでに、内閣府令で定めるとこ
ろにより、次に掲げる事項を明らかにし、当該
契約の内容を説明する書面を当該契約の相手方
となろうとする者に交付しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 貸付けの金額
三 貸付けの利率
四 返済の方式
五 返済期間及び返済回数
六 賠償額の予定（違約金を含む。以下同じ。）
に関する定めがあるときは、その内容
七 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 貸金業者は、極度方式基本契約を締結しようと
する場合には、当該極度方式基本契約を締結す
るまでに、内閣府令で定めるところにより、次
に掲げる事項を明らかにし、当該極度方式基本
契約の内容を説明する書面を当該極度方式基本
契約の相手方となろうとする者に交付しなけれ
ばならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 極度額（貸金業者が極度方式基本契約の相手
方となろうとする者に対し貸付けの元本の残
高の上限として極度額を下回る額を提示する
場合にあつては、当該下回る額及び極度額）
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一号並びに第四十三条第一項において同じ。）
の額が同法第一条第一項に定める利息の制限額
を超えない場合には、前項の規定による書面の
交付に代えて、政令で定めるところにより、当
該保証契約の保証人となろうとする者の承諾を
得て、同項各号に掲げる事項を電磁的方法によ
り提供することができる。この場合において、
貸金業者は、当該書面の交付を行つたものとみ
なす。

三 貸付けの利率
四 返済の方式
五 賠償額の予定に関する定めがあるときは、そ
の内容
六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

３ 貸金業者は、貸付けに係る契約について保証契
約を締結しようとする場合には、当該保証契約
を締結するまでに、内閣府令で定めるところに
より、次に掲げる事項（一定の範囲に属する不
特定の貸付けに係る債務を主たる債務とする保
証契約にあつては、第三号に掲げる事項を除
く。）を明らかにし、当該保証契約の内容を説
明する書面を当該保証契約の保証人となろうと
する者に交付しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 保証期間
三 保証金額
四 保証の範囲に関する事項で内閣府令で定める
もの
五 保証人が主たる債務者と連帯して債務を負担
するときは、民法（明治二十九年法律第八十
九号）第四百五十四条の規定の趣旨その他の
連帯保証債務の内容に関する事項として内閣
府令で定めるもの
六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

４ 貸金業者は、前三項の規定による書面の交付に
代えて、政令で定めるところにより、第一項若
しくは第二項の貸付けの契約の相手方となろう
とする者又は前項の保証人となろうとする者の
承諾を得て、前三項の規定により明らかにすべ
きものとされる事項を電磁的方法により提供す
ることができる。この場合において、貸金業者
は、当該書面の交付を行つたものとみなす。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（契約締結時の書面の交付）
第十七条 貸金業者は、貸付けに係る契約（極度方
式基本契約を除く。第四項において同じ。）を
締結したときは、遅滞なく、内閣府令で定める
ところにより、次に掲げる事項についてその契
約の内容を明らかにする書面をその相手方に交
付しなければならない。 ◆追加◆
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 契約年月日
三 貸付けの金額
四 貸付けの利率
五 返済の方式
六 返済期間及び返済回数
七 賠償額の予定 （違約金を含む。以下同
じ。）に関する定めがあるときは、その内容
八 日賦貸金業者である場合にあつては、第十四
条第五号に掲げる事項
九 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め

（契約締結時の書面の交付）
第十七条 貸金業者は、貸付けに係る契約（極度方
式基本契約を除く。第四項において同じ。）を
締結したときは、遅滞なく、内閣府令で定める
ところにより、次に掲げる事項についてその契
約の内容を明らかにする書面をその相手方に交
付しなければならない。 当該書面に記載した事
項のうち、重要なものとして内閣府令で定める
ものを変更したときも、同様とする。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 契約年月日
三 貸付けの金額
四 貸付けの利率
五 返済の方式
六 返済期間及び返済回数
七 賠償額の予定 ◆削除◆に関する定めがあると
きは、その内容
◆削除◆
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る事項
２ 貸金業者は、極度方式基本契約を締結したとき
は、遅滞なく、内閣府令で定めるところによ
り、次に掲げる事項についてその極度方式基本
契約の内容を明らかにする書面をその相手方に
交付しなければならない。 ◆追加◆
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 契約年月日
三 極度額 ◆追加◆
四 貸付けの利率
五 返済の方式
六 賠償額の予定に関する定めがあるときは、そ
の内容
七 日賦貸金業者である場合にあつては、第十四
条第五号に掲げる事項
八 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

３ 貸金業者は、貸付けに係る契約について保証契
約を締結したときは、遅滞なく、内閣府令で定
めるところにより、当該保証契約の内容を明ら
かにする事項で 第十六条の二第一項各号に掲げ
る事項（一定の範囲に属する不特定の貸付けに
係る債務を主たる債務とする保証契約にあつて
は、同項第三号に掲げる事項を除く。）その他
の内閣府令で定めるものを記載した書面を当該
保証契約の保証人に交付しなければならない。
◆追加◆
４ 貸金業者は、貸付けに係る契約について保証契
約を締結したとき、又は貸付けに係る契約で保
証契約に係るものを締結したときは、遅滞な
く、内閣府令で定めるところにより、第一項各
号に掲げる事項についてこれらの貸付けに係る
契約の内容を明らかにする書面をこれらの保証
契約の保証人に交付しなければならない。 ◆追
加◆
５ 貸金業者は、極度方式保証契約を締結したとき
は、遅滞なく、内閣府令で定めるところによ
り、第二項各号に掲げる事項について当該極度
方式保証契約に係る極度方式基本契約の内容を
明らかにする書面を当該極度方式保証契約の保
証人に交付しなければならない。 ◆追加◆
６ 貸金業者は、極度方式貸付けに係る契約 （当該
契約で定める利息の額が利息制限法第一条第一
項に定める利息の制限額を超えないものに限
る。）を締結した場合において、その相手方又
は当該契約の基本となる極度方式基本契約に係
る極度方式保証契約の保証人に対し、これらの
者の承諾を得て、内閣府令で定めるところによ
り、一定期間における貸付け及び弁済その他の
取引の状況を記載した書面として内閣府令で定
めるものを交付するときは、 第一項又は第四
項の規定による書面の交付に代えて、次に掲げ
る事項を記載した書面をこれらの者に交付する
ことができる。この場合において、貸金業者
は、 第一項又は第四項の規定による書面の交付
を行つたものとみなす。
一 契約年月日

八 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 貸金業者は、極度方式基本契約を締結したとき
は、遅滞なく、内閣府令で定めるところによ
り、次に掲げる事項についてその極度方式基本
契約の内容を明らかにする書面をその相手方に
交付しなければならない。 当該書面に記載した
事項のうち、重要なものとして内閣府令で定め
るものを変更したとき（当該相手方の利益の保
護に支障を生ずることがないときとして内閣府
令で定めるときを除く。）も、同様とする。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 契約年月日
三 極度額 （貸金業者が極度方式基本契約の相手
方に対し貸付けの元本の残高の上限として極
度額を下回る額を提示する場合にあつては、
当該下回る額及び極度額）
四 貸付けの利率
五 返済の方式
六 賠償額の予定に関する定めがあるときは、そ
の内容
◆削除◆
七 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

３ 貸金業者は、貸付けに係る契約について保証契
約を締結したときは、遅滞なく、内閣府令で定
めるところにより、当該保証契約の内容を明ら
かにする事項で 第十六条の二第三項各号に掲げ
る事項（一定の範囲に属する不特定の貸付けに
係る債務を主たる債務とする保証契約にあつて
は、同項第三号に掲げる事項を除く。）その他
の内閣府令で定めるものを記載した書面を当該
保証契約の保証人に交付しなければならない。
当該書面に記載した事項のうち、重要なものと
して内閣府令で定めるものを変更したときも、
同様とする。
４ 貸金業者は、貸付けに係る契約について保証契
約を締結したとき、又は貸付けに係る契約で保
証契約に係るものを締結したときは、遅滞な
く、内閣府令で定めるところにより、第一項各
号に掲げる事項についてこれらの貸付けに係る
契約の内容を明らかにする書面をこれらの保証
契約の保証人に交付しなければならない。 当該
書面に記載した事項のうち、重要なものとして
内閣府令で定めるものを変更したときも、同様
とする。
５ 貸金業者は、極度方式保証契約を締結したとき
は、遅滞なく、内閣府令で定めるところによ
り、第二項各号に掲げる事項について当該極度
方式保証契約に係る極度方式基本契約の内容を
明らかにする書面を当該極度方式保証契約の保
証人に交付しなければならない。 当該書面に記
載した事項のうち、重要なものとして内閣府令
で定めるものを変更したとき（当該保証人の利
益の保護に支障を生ずることがないときとして
内閣府令で定めるときを除く。）も、同様とす
る。

15



二 貸付けの金額（極度方式保証契約にあつて
は、保証に係る貸付けの金額）
三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

７ 貸金業者は 、貸付けに係る契約又は保証契約に
係る貸付けに係る契約で定める利息の額が利息
制限法第一条第一項に定める利息の制限額を超
えない場合には、第一項から第五項までの規定
による書面の交付又は前項の内閣府令で定める
書面の交付若しくは同項の規定により 第一項若
しくは第四項の規定による書面の交付に代えて
交付する書面の交付に代えて、政令で定めると
ころにより、当該貸付けに係る契約又は保証契
約の相手方の承諾を得て、前各項に規定する事
項又は前項の内閣府令で定める書面に記載すべ
き事項を電磁的方法により提供することができ
る。この場合において、貸金業者は、これらの
書面の交付を行つたものとみなす。

６ 貸金業者は、極度方式貸付けに係る契約 ◆削除
◆を締結した場合において、その相手方又は当
該契約の基本となる極度方式基本契約に係る極
度方式保証契約の保証人に対し、これらの者の
承諾を得て、内閣府令で定めるところにより、
一定期間における貸付け及び弁済その他の取引
の状況を記載した書面として内閣府令で定める
ものを交付するときは、 第一項前段又は第四項
前段の規定による書面の交付に代えて、次に掲
げる事項を記載した書面をこれらの者に交付す
ることができる。この場合において、貸金業者
は、 第一項前段又は第四項前段の規定による書
面の交付を行つたものとみなす。
一 契約年月日
二 貸付けの金額（極度方式保証契約にあつて
は、保証に係る貸付けの金額）
三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

７ 貸金業者は ◆削除◆、第一項から第五項までの
規定による書面の交付又は前項の内閣府令で定
める書面の交付若しくは同項の規定により 第一
項前段若しくは第四項前段の規定による書面の
交付に代えて交付する書面の交付に代えて、政
令で定めるところにより、当該貸付けに係る契
約又は保証契約の相手方の承諾を得て、前各項
に規定する事項又は前項の内閣府令で定める書
面に記載すべき事項を電磁的方法により提供す
ることができる。この場合において、貸金業者
は、これらの書面の交付を行つたものとみな
す。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（受取証書の交付）
第十八条 貸金業者は、貸付けの契約に基づく債権
の全部又は一部について弁済を受けたときは、
その都度、直ちに、内閣府令で定めるところに
より、次に掲げる事項を記載した書面を当該弁
済をした者に交付しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 契約年月日
三 貸付けの金額（保証契約にあつては、保証に
係る貸付けの金額。次条及び第二十一条第二
項第四号において同じ。）
四 受領金額及びその利息、賠償額の予定に基づ
く賠償金又は元本への充当額
五 受領年月日
六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 前項の規定は、預金又は貯金の口座に対する払
込みその他内閣府令で定める方法により弁済を
受ける場合にあつては、当該弁済をした者の請
求があつた場合に限り、適用する。
３ 貸金業者は、極度方式貸付けに係る契約 （当該
契約で定める利息の額が利息制限法第一条第一
項に定める利息の制限額を超えないものに限

（受取証書の交付）
第十八条 貸金業者は、貸付けの契約に基づく債権
の全部又は一部について弁済を受けたときは、
その都度、直ちに、内閣府令で定めるところに
より、次に掲げる事項を記載した書面を当該弁
済をした者に交付しなければならない。
一 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所
二 契約年月日
三 貸付けの金額（保証契約にあつては、保証に
係る貸付けの金額。次条及び第二十一条第二
項第四号において同じ。）
四 受領金額及びその利息、賠償額の予定に基づ
く賠償金又は元本への充当額
五 受領年月日
六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

２ 前項の規定は、預金又は貯金の口座に対する払
込みその他内閣府令で定める方法により弁済を
受ける場合にあつては、当該弁済をした者の請
求があつた場合に限り、適用する。
３ 貸金業者は、極度方式貸付けに係る契約 ◆削除
◆又は当該契約の基本となる極度方式基本契約
に係る極度方式保証契約に基づく債権の全部又
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る。）又は当該契約の基本となる極度方式基本
契約に係る極度方式保証契約に基づく債権の全
部又は一部について弁済を受けた場合におい
て、当該弁済をした者に対し、その者の承諾を
得て、内閣府令で定めるところにより、一定期
間における貸付け及び弁済その他の取引の状況
を記載した書面として内閣府令で定めるものを
交付するときは、第一項の規定による書面の交
付に代えて、次に掲げる事項を記載した書面を
その者に交付することができる。この場合にお
いて、貸金業者は、当該書面の交付を行つたも
のとみなす。
一 受領年月日
二 受領金額
三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

４ 貸金業者は、貸付けの契約のうち、貸付けに係
る契約又は保証契約に係る貸付けに係る契約で
定める利息の額が利息制限法第一条第一項に定
める利息の制限額を超えないものに基づく債権
の全部又は一部について弁済を受けた場合に
は、第一項に規定する書面の交付又は前項の内
閣府令で定める書面の交付若しくは同項の規定
により第一項の規定による書面の交付に代えて
交付する書面の交付に代えて、政令で定めると
ころにより、同項又は前項に規定する弁済をし
た者の承諾を得て、第一項若しくは前項に規定
する事項又は同項の内閣府令で定める書面に記
載すべき事項を電磁的方法により提供すること
ができる。この場合において、貸金業者は、こ
れらの書面の交付を行つたものとみなす。

は一部について弁済を受けた場合において、当
該弁済をした者に対し、その者の承諾を得て、
内閣府令で定めるところにより、一定期間にお
ける貸付け及び弁済その他の取引の状況を記載
した書面として内閣府令で定めるものを交付す
るときは、第一項の規定による書面の交付に代
えて、次に掲げる事項を記載した書面をその者
に交付することができる。この場合において、
貸金業者は、当該書面の交付を行つたものとみ
なす。
一 受領年月日
二 受領金額
三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

４ 貸金業者は、第一項に規定する書面の交付又は
前項の内閣府令で定める書面の交付若しくは同
項の規定により第一項の規定による書面の交付
に代えて交付する書面の交付に代えて、政令で
定めるところにより、同項又は前項に規定する
弁済をした者の承諾を得て、第一項若しくは前
項に規定する事項又は同項の内閣府令で定める
書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供
することができる。この場合において、貸金業
者は、これらの書面の交付を行つたものとみな
す。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（特定公正証書に係る制限）
第二十条 貸金業を営む者は、次の各号のいずれか
に該当する契約については、特定公正証書（債
務者等が貸付けの契約に基づく債務の不履行の
場合に直ちに強制執行に服する旨の陳述が記載
された公正証書をいう。以下この条において同
じ。）の作成を公証人に嘱託してはならない。
利息制限法第四条に定める制限額を超える賠償
額の予定が定められた貸付けに係る契約又は当
該契約に係る保証契約についても、同様とす
る。
一 貸付けに係る契約（その定める利息の額が利
息制限法第一条第一項に定める利息の制限額
を超えるものに限る。）
二 前号に掲げる契約に係る保証契約

２ 貸金業を営む者は、貸付けの契約について、債
務者等から、当該債務者等が特定公正証書の作
成を公証人に嘱託することを代理人に委任する
ことを証する書面を取得してはならない。
３ 貸金業を営む者は、貸付けの契約について、債
務者等が特定公正証書の作成を公証人に嘱託す
ることを代理人に委任する場合には、当該代理

（特定公正証書に係る制限）
第二十条 貸金業を営む者は、貸付けの契約につい
て、債務者等から、当該債務者等が特定公正証
書（債務者等が貸付けの契約に基づく債務の不
履行の場合に直ちに強制執行に服する旨の陳述
が記載された公正証書をいう。以下この条にお
いて同じ。）の作成を公証人に嘱託することを
代理人に委任することを証する書面を取得して
はならない。
◆削除◆
２ 貸金業を営む者は、貸付けの契約について、債
務者等が特定公正証書の作成を公証人に嘱託す
ることを代理人に委任する場合には、当該代理
人の選任に関し推薦その他これに類する関与を
してはならない。
３ 貸金業者は、貸付けの契約について、特定公正
証書の作成を公証人に嘱託する場合には、あら
かじめ（当該貸付けの契約に係る資金需要者等
との間で特定公正証書の作成を公証人に嘱託す
る旨を約する契約を締結する場合にあつては、
当該契約を締結するまでに）、内閣府令で定め
るところにより、債務者等となるべき資金需要
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人の選任に関し推薦その他これに類する関与を
してはならない。
４ 貸金業者は、貸付けの契約について、特定公正
証書の作成を公証人に嘱託する場合には、あら
かじめ（当該貸付けの契約に係る資金需要者等
との間で特定公正証書の作成を公証人に嘱託す
る旨を約する契約を締結する場合にあつては、
当該契約を締結するまでに）、内閣府令で定め
るところにより、債務者等となるべき資金需要
者等に対し、次に掲げる事項について書面を交
付して説明しなければならない。
一 当該貸付けの契約に基づく債務の不履行の場
合には、特定公正証書により、債務者等が直
ちに強制執行に服することとなる旨
二 前号に掲げるもののほか、債務者等の法律上
の利益に与える影響に関する事項として内閣
府令で定めるもの

者等に対し、次に掲げる事項について書面を交
付して説明しなければならない。
一 当該貸付けの契約に基づく債務の不履行の場
合には、特定公正証書により、債務者等が直
ちに強制執行に服することとなる旨
二 前号に掲げるもののほか、債務者等の法律上
の利益に与える影響に関する事項として内閣
府令で定めるもの

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（債権譲渡等の規制）
第二十四条 貸金業者は、貸付けに係る契約に基づ
く債権を他人に譲渡するに当たつては、その者
に対し、当該債権が貸金業者の貸付けに係る契
約に基づいて発生したことその他内閣府令で定
める事項並びにその者が当該債権に係る貸付け
の契約に基づく債権に関してする行為について
第十二条の七 、第十六条の二、第十六条の三、
第十七条（第六項を除く。）、第十八条から第
二十二条まで、第二十四条の六の十 及びこの
項の規定（抵当証券法（昭和六年法律第十五
号）第一条第一項に規定する抵当証券に記載さ
れた債権については 第十六条の二及び第十七条
（第六項を除く。）の規定を除き、これらの規
定に係る罰則を含む。）の適用がある旨を、内
閣府令で定める方法により、通知しなければな
らない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二、第十六条の三、
第十七条（第六項を除く。）、第十八条から第
二十二条まで、第二十四条の六の十 及び前項の
規定（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当
証券に記載された債権については、 第十六条の
二及び第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、貸金業者の貸付けに係る契約に基づ
く債権の譲渡があつた場合における当該債権を
譲り受けた者について準用する。この場合にお
いて、第二十四条の六の十第一項から第四項ま
での規定中「内閣総理大臣又は都道府県知事」
とあるのは「都道府県知事」と、同条第一項中
「その登録を受けた貸金業者」とあるのは「貸
金業者の貸付けに係る契約に基づく債権を譲り
受けた者で当該都道府県の区域内に営業所又は
事務所（営業所又は事務所を有しない者にあつ
ては、住所又は居所。以下この条において同
じ。）を有するもの」と、同条第二項中「その
登録を受けた貸金業者の貸付けに係る契約」と

（債権譲渡等の規制）
第二十四条 貸金業者は、貸付けに係る契約に基づ
く債権を他人に譲渡するに当たつては、その者
に対し、当該債権が貸金業者の貸付けに係る契
約に基づいて発生したことその他内閣府令で定
める事項並びにその者が当該債権に係る貸付け
の契約に基づく債権に関してする行為について
第十二条の七 、第十六条の二第三項及び第四
項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の六の十 並びにこの項の規定（抵当証券法
（昭和六年法律第十五号）第一条第一項に規定
する抵当証券に記載された債権については 第十
六条の二第三項及び第四項並びに第十七条（第
六項を除く。）の規定を除き、これらの規定に
係る罰則を含む。）の適用がある旨を、内閣府
令で定める方法により、通知しなければならな
い。
２ 第十二条の七、 第十六条の二第三項及び第四
項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の六の十 並びに前項の規定（抵当証券法第
一条第一項に規定する抵当証券に記載された債
権については、 第十六条の二第三項及び第四項
並びに第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、貸金業者の貸付けに係る契約に基づ
く債権の譲渡があつた場合における当該債権を
譲り受けた者について準用する。この場合にお
いて、第二十四条の六の十第一項から第四項ま
での規定中「内閣総理大臣又は都道府県知事」
とあるのは「都道府県知事」と、同条第一項中
「その登録を受けた貸金業者」とあるのは「貸
金業者の貸付けに係る契約に基づく債権を譲り
受けた者で当該都道府県の区域内に営業所又は
事務所（営業所又は事務所を有しない者にあつ
ては、住所又は居所。以下この条において同
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あるのは「貸金業者の貸付けに係る契約に基づ
く債権を譲り受けた者（当該都道府県の区域内
に営業所又は事務所を有するものに限る。）の
当該債権」と、同条第三項中「その登録を受け
た貸金業者」とあるのは「貸金業者の貸付けに
係る契約に基づく債権を譲り受けた者（当該都
道府県の区域内に営業所又は事務所を有するも
のに限る。）」と、同条第四項中「その登録を
受けた貸金業者の貸付けに係る契約」とあるの
は「貸金業者の貸付けに係る契約に基づく債権
を譲り受けた者（当該都道府県の区域内に営業
所又は事務所を有するものに限る。）の当該債
権」と読み替えるものとするほか、必要な技術
的読替えは、政令で定める。
３ 貸金業者は、貸付けの契約に基づく債権の譲渡
又は取立ての委託（以下「債権譲渡等」とい
う。）をしようとする場合において、その相手
方が次の各号のいずれかに該当する者（以下こ
の項において「取立て制限者」という。）であ
ることを知り、若しくは知ることができると
き、又は当該債権譲渡等の後取立て制限者が当
該債権の債権譲渡等を受けることを知り、若し
くは知ることができるときは、当該債権譲渡等
をしてはならない。
一 暴力団員等
二 暴力団員等がその運営を支配する法人その他
の団体又は当該法人その他の団体の構成員
三 貸付けの契約に基づく債権の取立てに当た
り、第二十一条第一項（前項において準用す
る場合を含む。）の規定に違反し、又は刑法
若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を
犯すおそれが明らかである者

４ 貸金業者は、政令で定める密接な関係を有する
者に貸付けの契約に基づく債権の債権譲渡等を
したときは、その相手方が当該債権の取立てに
当たり第二十一条第一項（第二項において準用
する場合を含む。）の規定に違反し、又は刑法
若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯
さないように、相当の注意を払わなければなら
ない。

じ。）を有するもの」と、同条第二項中「その
登録を受けた貸金業者の貸付けに係る契約」と
あるのは「貸金業者の貸付けに係る契約に基づ
く債権を譲り受けた者（当該都道府県の区域内
に営業所又は事務所を有するものに限る。）の
当該債権」と、同条第三項中「その登録を受け
た貸金業者」とあるのは「貸金業者の貸付けに
係る契約に基づく債権を譲り受けた者（当該都
道府県の区域内に営業所又は事務所を有するも
のに限る。）」と、同条第四項中「その登録を
受けた貸金業者の貸付けに係る契約」とあるの
は「貸金業者の貸付けに係る契約に基づく債権
を譲り受けた者（当該都道府県の区域内に営業
所又は事務所を有するものに限る。）の当該債
権」と読み替えるものとするほか、必要な技術
的読替えは、政令で定める。
３ 貸金業者は、貸付けの契約に基づく債権の譲渡
又は取立ての委託（以下「債権譲渡等」とい
う。）をしようとする場合において、その相手
方が次の各号のいずれかに該当する者（以下こ
の項において「取立て制限者」という。）であ
ることを知り、若しくは知ることができると
き、又は当該債権譲渡等の後取立て制限者が当
該債権の債権譲渡等を受けることを知り、若し
くは知ることができるときは、当該債権譲渡等
をしてはならない。
一 暴力団員等
二 暴力団員等がその運営を支配する法人その他
の団体又は当該法人その他の団体の構成員
三 貸付けの契約に基づく債権の取立てに当た
り、第二十一条第一項（前項において準用す
る場合を含む。）の規定に違反し、又は刑法
若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を
犯すおそれが明らかである者

４ 貸金業者は、政令で定める密接な関係を有する
者に貸付けの契約に基づく債権の債権譲渡等を
したときは、その相手方が当該債権の取立てに
当たり第二十一条第一項（第二項において準用
する場合を含む。）の規定に違反し、又は刑法
若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯
さないように、相当の注意を払わなければなら
ない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（保証等に係る求償権等の行使の規制）
第二十四条の二 貸金業者は、 業として保証を行う
者（以下「保証業者」という。）と貸付けに係
る契約について保証契約を締結するに当たつて
は、その保証業者に対し、その保証業者が当該
保証契約に関してする行為について第十二条の
七 、第十六条の二、第十六条の三、第十七条
（第六項を除く。）、第十八条から第二十二条
まで、第二十四条の四第一項 及び第二十四条の
六の十の規定（抵当証券法第一条第一項に規定
する抵当証券に記載された債権については 第十

（保証等に係る求償権等の行使の規制）
第二十四条の二 貸金業者は、 保証業者と貸付けに
係る契約について保証契約を締結するに当たつ
ては、その保証業者に対し、その保証業者が当
該保証契約に関してする行為について第十二条
の七 、第十六条の二第三項及び第四項、第十六
条の三、第十七条（第六項を除く。）、第十八
条から第二十二条まで、第二十四条の四第一項
並びに第二十四条の六の十の規定（抵当証券法
第一条第一項に規定する抵当証券に記載された
債権については 第十六条の二第三項及び第四項
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六条の二及び第十七条（第六項を除く。）の規
定を除き、これらの規定に係る罰則を含む。）
の適用がある旨を、内閣府令で定める方法によ
り、通知しなければならない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二、第十六条の三、
第十七条（第六項を除く。）、第十八条から第
二十二条まで 及び第二十四条の六の十の規定
（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当証券
に記載された債権については、 第十六条の二及
び第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、保証業者が貸金業者との間でその貸
付けに係る契約についてした保証に基づく求償
権、当該貸金業者の当該貸付けに係る契約若し
くはその保証契約に基づく債務の弁済に係る求
償権若しくは当該弁済による代位に係る債権又
はこれらの保証債権（第二十四条の六を除き、
以下「保証等に係る求償権等」という。）を取
得した場合における当該保証等に係る求償権等
を取得した保証業者について準用する。この場
合において、第二十四条の六の十第一項から第
四項までの規定中「内閣総理大臣又は都道府県
知事」とあるのは「都道府県知事」と、同条第
一項中「その登録を受けた貸金業者」とあるの
は「保証等に係る求償権等を取得した保証業者
で当該都道府県の区域内に営業所又は事務所
（営業所又は事務所を有しない者にあつては、
住所又は居所。以下この条において同じ。）を
有するもの」と、同条第二項中「その登録を受
けた貸金業者の貸付けに係る契約について」と
あるのは「保証等に係る求償権等を取得した保
証業者（当該都道府県の区域内に営業所又は事
務所を有するものに限る。）の当該保証等に係
る求償権等に係る」と、同条第三項中「その登
録を受けた貸金業者」とあるのは「保証等に係
る求償権等を取得した保証業者（当該都道府県
の区域内に営業所又は事務所を有するものに限
る。）」と、同条第四項中「その登録を受けた
貸金業者の貸付けに係る契約について」とある
のは「保証等に係る求償権等を取得した保証業
者（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所
を有するものに限る。）の当該保証等に係る求
償権等に係る」と読み替えるものとするほか、
必要な技術的読替えは、政令で定める。
３ 貸金業者は、保証業者と貸付けに係る契約につ
いて保証契約を締結しようとする場合におい
て、その保証業者が次の各号のいずれかに該当
する者（以下この項において「取立て制限者」
という。）であることを知り、若しくは知るこ
とができるとき、又は当該保証契約の締結の後
取立て制限者が当該保証等に係る求償権等の債
権譲渡等を受けることを知り、若しくは知るこ
とができるときは、当該保証契約の締結をして
はならない。
一 暴力団員等
二 暴力団員等がその運営を支配する法人その他
の団体又は当該法人その他の団体の構成員
三 保証等に係る求償権等の取立てに当たり、前

並びに第十七条（第六項を除く。）の規定を除
き、これらの規定に係る罰則を含む。）の適用
がある旨を、内閣府令で定める方法により、通
知しなければならない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二第三項及び第四
項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで 並びに第
二十四条の六の十の規定（抵当証券法第一条第
一項に規定する抵当証券に記載された債権につ
いては、 第十六条の二第三項及び第四項並び
に第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、保証業者が貸金業者との間でその貸
付けに係る契約についてした保証に基づく求償
権、当該貸金業者の当該貸付けに係る契約若し
くはその保証契約に基づく債務の弁済に係る求
償権若しくは当該弁済による代位に係る債権又
はこれらの保証債権（第二十四条の六を除き、
以下「保証等に係る求償権等」という。）を取
得した場合における当該保証等に係る求償権等
を取得した保証業者について準用する。この場
合において、第二十四条の六の十第一項から第
四項までの規定中「内閣総理大臣又は都道府県
知事」とあるのは「都道府県知事」と、同条第
一項中「その登録を受けた貸金業者」とあるの
は「保証等に係る求償権等を取得した保証業者
で当該都道府県の区域内に営業所又は事務所
（営業所又は事務所を有しない者にあつては、
住所又は居所。以下この条において同じ。）を
有するもの」と、同条第二項中「その登録を受
けた貸金業者の貸付けに係る契約について」と
あるのは「保証等に係る求償権等を取得した保
証業者（当該都道府県の区域内に営業所又は事
務所を有するものに限る。）の当該保証等に係
る求償権等に係る」と、同条第三項中「その登
録を受けた貸金業者」とあるのは「保証等に係
る求償権等を取得した保証業者（当該都道府県
の区域内に営業所又は事務所を有するものに限
る。）」と、同条第四項中「その登録を受けた
貸金業者の貸付けに係る契約について」とある
のは「保証等に係る求償権等を取得した保証業
者（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所
を有するものに限る。）の当該保証等に係る求
償権等に係る」と読み替えるものとするほか、
必要な技術的読替えは、政令で定める。
３ 貸金業者は、保証業者と貸付けに係る契約につ
いて保証契約を締結しようとする場合におい
て、その保証業者が次の各号のいずれかに該当
する者（以下この項において「取立て制限者」
という。）であることを知り、若しくは知るこ
とができるとき、又は当該保証契約の締結の後
取立て制限者が当該保証等に係る求償権等の債
権譲渡等を受けることを知り、若しくは知るこ
とができるときは、当該保証契約の締結をして
はならない。
一 暴力団員等
二 暴力団員等がその運営を支配する法人その他
の団体又は当該法人その他の団体の構成員
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項において準用する第二十一条第一項の規定
に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰
に関する法律の罪を犯すおそれが明らかであ
る者

４ 貸金業者は、政令で定める密接な関係を有する
保証業者と貸付けに係る契約について保証契約
を締結したときは、その保証業者が保証等に係
る求償権等の取立てに当たり第二項において準
用する第二十一条第一項の規定に違反し、又は
刑法若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪
を犯さないように、相当の注意を払わなければ
ならない。

三 保証等に係る求償権等の取立てに当たり、前
項において準用する第二十一条第一項の規定
に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰
に関する法律の罪を犯すおそれが明らかであ
る者

４ 貸金業者は、政令で定める密接な関係を有する
保証業者と貸付けに係る契約について保証契約
を締結したときは、その保証業者が保証等に係
る求償権等の取立てに当たり第二項において準
用する第二十一条第一項の規定に違反し、又は
刑法若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪
を犯さないように、相当の注意を払わなければ
ならない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（受託弁済に係る求償権等の行使の規制）
第二十四条の三 貸金業者は、貸金業者の貸付けの
契約に基づく債務の弁済を他人に委託するに当
たつては、前条第一項の規定の適用がある場合
を除き、その者に対し、その者が当該弁済に関
してする行為について第十二条の七 、第十六条
の二、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の五第一項 及び第二十四条の六の十の規定
（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当証券
に記載された債権については 第十六条の二及
び第十七条（第六項を除く。）の規定を除き、
これらの規定に係る罰則を含む。）の適用があ
る旨を、内閣府令で定める方法により、通知し
なければならない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二、第十六条の三、
第十七条（第六項を除く。）、第十八条から第
二十二条まで 及び第二十四条の六の十の規定
（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当証券
に記載された債権については、 第十六条の二及
び第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、貸金業者の委託を受けて当該貸金業
者の貸付けの契約に基づく債務の弁済をした者
が当該債務の弁済に係る求償権若しくは当該弁
済による代位に係る債権又はこれらの保証債権
（第二十四条の六を除き、以下「受託弁済に係
る求償権等」という。）を取得した場合におけ
る当該弁済をした者（当該貸付けの契約に係る
保証等に係る求償権等を取得した保証業者を除
く。以下「受託弁済者」という。）について準
用する。この場合において、第二十四条の六の
十第一項から第四項までの規定中「内閣総理大
臣又は都道府県知事」とあるのは「都道府県知
事」と、同条第一項中「その登録を受けた貸金
業者」とあるのは「受託弁済者で当該都道府県
の区域内に営業所又は事務所（営業所又は事務
所を有しない者にあつては、住所又は居所。以
下この条において同じ。）を有するもの」と、
同条第二項中「その登録を受けた貸金業者の貸
付けに係る契約について」とあるのは「受託弁

（受託弁済に係る求償権等の行使の規制）
第二十四条の三 貸金業者は、貸金業者の貸付けの
契約に基づく債務の弁済を他人に委託するに当
たつては、前条第一項の規定の適用がある場合
を除き、その者に対し、その者が当該弁済に関
してする行為について第十二条の七 、第十六条
の二第三項及び第四項、第十六条の三、第十七
条（第六項を除く。）、第十八条から第二十二
条まで、第二十四条の五第一項 並びに第二十四
条の六の十の規定（抵当証券法第一条第一項に
規定する抵当証券に記載された債権については
第十六条の二第三項及び第四項並びに第十七条
（第六項を除く。）の規定を除き、これらの規
定に係る罰則を含む。）の適用がある旨を、内
閣府令で定める方法により、通知しなければな
らない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二第三項及び第四
項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで 並びに第
二十四条の六の十の規定（抵当証券法第一条第
一項に規定する抵当証券に記載された債権につ
いては、 第十六条の二第三項及び第四項並び
に第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、貸金業者の委託を受けて当該貸金業
者の貸付けの契約に基づく債務の弁済をした者
が当該債務の弁済に係る求償権若しくは当該弁
済による代位に係る債権又はこれらの保証債権
（第二十四条の六を除き、以下「受託弁済に係
る求償権等」という。）を取得した場合におけ
る当該弁済をした者（当該貸付けの契約に係る
保証等に係る求償権等を取得した保証業者を除
く。以下「受託弁済者」という。）について準
用する。この場合において、第二十四条の六の
十第一項から第四項までの規定中「内閣総理大
臣又は都道府県知事」とあるのは「都道府県知
事」と、同条第一項中「その登録を受けた貸金
業者」とあるのは「受託弁済者で当該都道府県
の区域内に営業所又は事務所（営業所又は事務
所を有しない者にあつては、住所又は居所。以
下この条において同じ。）を有するもの」と、
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済者（当該都道府県の区域内に営業所又は事務
所を有するものに限る。）の当該受託弁済に係
る求償権等に係る」と、同条第三項中「その登
録を受けた貸金業者」とあるのは「受託弁済者
（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所を
有するものに限る。）」と、同条第四項中「そ
の登録を受けた貸金業者の貸付けに係る契約に
ついて」とあるのは「受託弁済者（当該都道府
県の区域内に営業所又は事務所を有するものに
限る。）の当該受託弁済に係る求償権等に係
る」と読み替えるものとするほか、必要な技術
的読替えは、政令で定める。
３ 貸金業者は、貸付けの契約に基づく債務の弁済
を他人に委託しようとする場合において、その
相手方が次の各号のいずれかに該当する者（以
下この項において「取立て制限者」という。）
であることを知り、若しくは知ることができる
とき、又は当該弁済の後取立て制限者が当該受
託弁済に係る求償権等の債権譲渡等を受けるこ
とを知り、若しくは知ることができるときは、
当該弁済の委託をしてはならない。
一 暴力団員等
二 暴力団員等がその運営を支配する法人その他
の団体又は当該法人その他の団体の構成員
三 受託弁済に係る求償権等の取立てに当たり、
前項において準用する第二十一条第一項の規
定に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等処
罰に関する法律の罪を犯すおそれが明らかで
ある者

４ 貸金業者は、政令で定める密接な関係を有する
者に貸付けの契約に基づく債務の弁済を委託し
たときは、その者が受託弁済に係る求償権等の
取立てに当たり第二項において準用する第二十
一条第一項の規定に違反し、又は刑法若しくは
暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯さないよ
うに、相当の注意を払わなければならない。

同条第二項中「その登録を受けた貸金業者の貸
付けに係る契約について」とあるのは「受託弁
済者（当該都道府県の区域内に営業所又は事務
所を有するものに限る。）の当該受託弁済に係
る求償権等に係る」と、同条第三項中「その登
録を受けた貸金業者」とあるのは「受託弁済者
（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所を
有するものに限る。）」と、同条第四項中「そ
の登録を受けた貸金業者の貸付けに係る契約に
ついて」とあるのは「受託弁済者（当該都道府
県の区域内に営業所又は事務所を有するものに
限る。）の当該受託弁済に係る求償権等に係
る」と読み替えるものとするほか、必要な技術
的読替えは、政令で定める。
３ 貸金業者は、貸付けの契約に基づく債務の弁済
を他人に委託しようとする場合において、その
相手方が次の各号のいずれかに該当する者（以
下この項において「取立て制限者」という。）
であることを知り、若しくは知ることができる
とき、又は当該弁済の後取立て制限者が当該受
託弁済に係る求償権等の債権譲渡等を受けるこ
とを知り、若しくは知ることができるときは、
当該弁済の委託をしてはならない。
一 暴力団員等
二 暴力団員等がその運営を支配する法人その他
の団体又は当該法人その他の団体の構成員
三 受託弁済に係る求償権等の取立てに当たり、
前項において準用する第二十一条第一項の規
定に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等処
罰に関する法律の罪を犯すおそれが明らかで
ある者

４ 貸金業者は、政令で定める密接な関係を有する
者に貸付けの契約に基づく債務の弁済を委託し
たときは、その者が受託弁済に係る求償権等の
取立てに当たり第二項において準用する第二十
一条第一項の規定に違反し、又は刑法若しくは
暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯さないよ
うに、相当の注意を払わなければならない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（保証等に係る求償権等の譲渡の規制）
第二十四条の四 保証業者は、保証等に係る求償権
等を他人に譲渡するに当たつては、その者に対
し、当該保証等に係る求償権等が貸金業者の貸
付けに係る契約に係る保証により発生したこと
その他の内閣府令で定める事項並びにその者が
当該保証等に係る求償権等に関してする行為に
ついて第十二条の七 、第十六条の二、第十六条
の三、第十七条（第六項を除く。）、第十八条
から第二十二条まで、第二十四条の六の十 及び
この項の規定（抵当証券法第一条第一項に規定
する抵当証券に記載された債権については 第十
六条の二及び第十七条（第六項を除く。）の規
定を除き、これらの規定に係る罰則を含む。）
の適用がある旨を、内閣府令で定める方法によ

（保証等に係る求償権等の譲渡の規制）
第二十四条の四 保証業者は、保証等に係る求償権
等を他人に譲渡するに当たつては、その者に対
し、当該保証等に係る求償権等が貸金業者の貸
付けに係る契約に係る保証により発生したこと
その他の内閣府令で定める事項並びにその者が
当該保証等に係る求償権等に関してする行為に
ついて第十二条の七 、第十六条の二第三項及び
第四項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の六の十 並びにこの項の規定（抵当証券法
第一条第一項に規定する抵当証券に記載された
債権については 第十六条の二第三項及び第四項
並びに第十七条（第六項を除く。）の規定を除
き、これらの規定に係る罰則を含む。）の適用
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り、通知しなければならない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二、第十六条の三、
第十七条（第六項を除く。）、第十八条から第
二十二条まで、第二十四条の六の十 及び前項の
規定（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当
証券に記載された債権については、 第十六条の
二及び第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、保証等に係る求償権等の譲渡があつ
た場合における当該保証等に係る求償権等を譲
り受けた者について準用する。この場合におい
て、第二十四条の六の十第一項から第四項まで
の規定中「内閣総理大臣又は都道府県知事」と
あるのは「都道府県知事」と、同条第一項中
「その登録を受けた貸金業者」とあるのは「保
証等に係る求償権等を譲り受けた者で当該都道
府県の区域内に営業所又は事務所（営業所又は
事務所を有しない者にあつては、住所又は居
所。以下この条において同じ。）を有するも
の」と、同条第二項中「その登録を受けた貸金
業者の貸付けに係る契約について」とあるのは
「保証等に係る求償権等を譲り受けた者（当該
都道府県の区域内に営業所又は事務所を有する
ものに限る。）の当該保証等に係る求償権等に
係る」と、同条第三項中「その登録を受けた貸
金業者」とあるのは「保証等に係る求償権等を
譲り受けた者（当該都道府県の区域内に営業所
又は事務所を有するものに限る。）」と、同条
第四項中「その登録を受けた貸金業者の貸付け
に係る契約について」とあるのは「保証等に係
る求償権等を譲り受けた者（当該都道府県の区
域内に営業所又は事務所を有するものに限
る。）の当該保証等に係る求償権等に係る」と
読み替えるものとするほか、必要な技術的読替
えは、政令で定める。

がある旨を、内閣府令で定める方法により、通
知しなければならない。
２ 第十二条の七、 第十六条の二第三項及び第四
項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の六の十 並びに前項の規定（抵当証券法第
一条第一項に規定する抵当証券に記載された債
権については、 第十六条の二第三項及び第四項
並びに第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、保証等に係る求償権等の譲渡があつ
た場合における当該保証等に係る求償権等を譲
り受けた者について準用する。この場合におい
て、第二十四条の六の十第一項から第四項まで
の規定中「内閣総理大臣又は都道府県知事」と
あるのは「都道府県知事」と、同条第一項中
「その登録を受けた貸金業者」とあるのは「保
証等に係る求償権等を譲り受けた者で当該都道
府県の区域内に営業所又は事務所（営業所又は
事務所を有しない者にあつては、住所又は居
所。以下この条において同じ。）を有するも
の」と、同条第二項中「その登録を受けた貸金
業者の貸付けに係る契約について」とあるのは
「保証等に係る求償権等を譲り受けた者（当該
都道府県の区域内に営業所又は事務所を有する
ものに限る。）の当該保証等に係る求償権等に
係る」と、同条第三項中「その登録を受けた貸
金業者」とあるのは「保証等に係る求償権等を
譲り受けた者（当該都道府県の区域内に営業所
又は事務所を有するものに限る。）」と、同条
第四項中「その登録を受けた貸金業者の貸付け
に係る契約について」とあるのは「保証等に係
る求償権等を譲り受けた者（当該都道府県の区
域内に営業所又は事務所を有するものに限
る。）の当該保証等に係る求償権等に係る」と
読み替えるものとするほか、必要な技術的読替
えは、政令で定める。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（受託弁済に係る求償権等の譲渡の規制）
第二十四条の五 受託弁済者は、受託弁済に係る求
償権等を他人に譲渡するに当たつては、その者
に対し、当該受託弁済に係る求償権等が貸金業
者の貸付けの契約に基づく債務の弁済により発
生したことその他の内閣府令で定める事項並び
にその者が当該受託弁済に係る求償権等に関し
てする行為について第十二条の七 、第十六条の
二、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の六の十 及びこの項の規定（抵当証券法第
一条第一項に規定する抵当証券に記載された債
権については 第十六条の二及び第十七条（第六
項を除く。）の規定を除き、これらの規定に係
る罰則を含む。）の適用がある旨を、内閣府令
で定める方法により、通知しなければならな
い。

（受託弁済に係る求償権等の譲渡の規制）
第二十四条の五 受託弁済者は、受託弁済に係る求
償権等を他人に譲渡するに当たつては、その者
に対し、当該受託弁済に係る求償権等が貸金業
者の貸付けの契約に基づく債務の弁済により発
生したことその他の内閣府令で定める事項並び
にその者が当該受託弁済に係る求償権等に関し
てする行為について第十二条の七 、第十六条の
二第三項及び第四項、第十六条の三、第十七条
（第六項を除く。）、第十八条から第二十二条
まで、第二十四条の六の十 並びにこの項の規定
（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当証券
に記載された債権については 第十六条の二第三
項及び第四項並びに第十七条（第六項を除
く。）の規定を除き、これらの規定に係る罰則
を含む。）の適用がある旨を、内閣府令で定め
る方法により、通知しなければならない。
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２ 第十二条の七、 第十六条の二、第十六条の三、
第十七条（第六項を除く。）、第十八条から第
二十二条まで、第二十四条の六の十 及び前項の
規定（抵当証券法第一条第一項に規定する抵当
証券に記載された債権については、 第十六条の
二及び第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、受託弁済に係る求償権等の譲渡があ
つた場合における当該受託弁済に係る求償権等
を譲り受けた者について準用する。この場合に
おいて、第二十四条の六の十第一項から第四項
までの規定中「内閣総理大臣又は都道府県知
事」とあるのは「都道府県知事」と、同条第一
項中「その登録を受けた貸金業者」とあるのは
「受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者で当
該都道府県の区域内に営業所又は事務所（営業
所又は事務所を有しない者にあつては、住所又
は居所。以下この条において同じ。）を有する
もの」と、同条第二項中「その登録を受けた貸
金業者の貸付けに係る契約について」とあるの
は「受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者
（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所を
有するものに限る。）の当該受託弁済に係る求
償権等に係る」と、同条第三項中「その登録を
受けた貸金業者」とあるのは「受託弁済に係る
求償権等を譲り受けた者（当該都道府県の区域
内に営業所又は事務所を有するものに限
る。）」と、同条第四項中「その登録を受けた
貸金業者の貸付けに係る契約について」とある
のは「受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者
（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所を
有するものに限る。）の当該受託弁済に係る求
償権等に係る」と読み替えるものとするほか、
必要な技術的読替えは、政令で定める。

２ 第十二条の七、 第十六条の二第三項及び第四
項、第十六条の三、第十七条（第六項を除
く。）、第十八条から第二十二条まで、第二十
四条の六の十 並びに前項の規定（抵当証券法第
一条第一項に規定する抵当証券に記載された債
権については、 第十六条の二第三項及び第四項
並びに第十七条（第六項を除く。）の規定を除
く。）は、受託弁済に係る求償権等の譲渡があ
つた場合における当該受託弁済に係る求償権等
を譲り受けた者について準用する。この場合に
おいて、第二十四条の六の十第一項から第四項
までの規定中「内閣総理大臣又は都道府県知
事」とあるのは「都道府県知事」と、同条第一
項中「その登録を受けた貸金業者」とあるのは
「受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者で当
該都道府県の区域内に営業所又は事務所（営業
所又は事務所を有しない者にあつては、住所又
は居所。以下この条において同じ。）を有する
もの」と、同条第二項中「その登録を受けた貸
金業者の貸付けに係る契約について」とあるの
は「受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者
（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所を
有するものに限る。）の当該受託弁済に係る求
償権等に係る」と、同条第三項中「その登録を
受けた貸金業者」とあるのは「受託弁済に係る
求償権等を譲り受けた者（当該都道府県の区域
内に営業所又は事務所を有するものに限
る。）」と、同条第四項中「その登録を受けた
貸金業者の貸付けに係る契約について」とある
のは「受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者
（当該都道府県の区域内に営業所又は事務所を
有するものに限る。）の当該受託弁済に係る求
償権等に係る」と読み替えるものとするほか、
必要な技術的読替えは、政令で定める。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（準用）
第二十四条の六 第二十四条第一項の規定は貸金業
を営む者（貸金業者を除く。以下この条におい
て同じ。）が貸付けに係る契約に基づく債権を
他人に譲渡する場合について、第二十条第一項
から第三項まで、第二十条の二、 第二十一条及
び第二十四条第一項の規定は貸金業を営む者の
貸付けに係る契約に基づく債権の譲渡があつた
場合における当該債権を譲り受けた者につい
て、第二十四条の二第一項の規定は貸金業を営
む者が保証業者と貸付けに係る契約について保
証契約を締結する場合について、第二十条第一
項 から第三項まで、第二十条の二 及び第二十一
条の規定は保証業者が貸金業を営む者との間で
その貸付けに係る契約についてした保証に基づ
く求償権、当該貸金業を営む者の当該貸付けに
係る契約若しくはその保証契約に基づく債務の
弁済に係る求償権若しくは当該弁済による代位
に係る債権又はこれらの保証債権（以下この条

（準用）
第二十四条の六 第二十四条第一項の規定は貸金業
を営む者（貸金業者を除く。以下この条におい
て同じ。）が貸付けに係る契約に基づく債権を
他人に譲渡する場合について、第二十条第一項
及び第二項、第二十条の二、 第二十一条並び
に第二十四条第一項の規定は貸金業を営む者の
貸付けに係る契約に基づく債権の譲渡があつた
場合における当該債権を譲り受けた者につい
て、第二十四条の二第一項の規定は貸金業を営
む者が保証業者と貸付けに係る契約について保
証契約を締結する場合について、第二十条第一
項 及び第二項、第二十条の二 並びに第二十一
条の規定は保証業者が貸金業を営む者との間で
その貸付けに係る契約についてした保証に基づ
く求償権、当該貸金業を営む者の当該貸付けに
係る契約若しくはその保証契約に基づく債務の
弁済に係る求償権若しくは当該弁済による代位
に係る債権又はこれらの保証債権（以下この条
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において「保証等に係る求償権等」という。）
を取得した場合における当該保証等に係る求償
権等を取得した保証業者について、第二十四条
の三第一項の規定は貸金業を営む者が貸付けの
契約に基づく債務の弁済を他人に委託する場合
について、第二十条第一項 から第三項まで、第
二十条の二 及び第二十一条の規定は貸金業を営
む者の委託を受けて当該貸金業を営む者の貸付
けの契約に基づく債務の弁済をした者が当該債
務の弁済に係る求償権若しくは当該弁済による
代位に係る債権又はこれらの保証債権（以下こ
の条において「受託弁済に係る求償権等」とい
う。）を取得した場合（保証業者が当該貸付け
の契約に係る保証等に係る求償権等を取得した
場合を除く。）における当該弁済をした者につ
いて、第二十四条の四第一項の規定は保証業者
が保証等に係る求償権等を他人に譲渡する場合
について、第二十条第一項 から第三項まで、第
二十条の二、 第二十一条及び第二十四条の四第
一項の規定は保証等に係る求償権等の譲渡があ
つた場合における当該保証契約に係る求償権等
を譲り受けた者について、前条第一項の規定は
貸金業を営む者の委託を受けて当該貸金業を営
む者の貸付けの契約に基づく債務の弁済をした
者が受託弁済に係る求償権等（保証業者が取得
した当該貸付けの契約に係る保証等に係る求償
権等を除く。）を他人に譲渡する場合につい
て、第二十条第一項 から第三項まで、第二十条
の二、 第二十一条及び前条第一項の規定は受託
弁済に係る求償権等の譲渡があつた場合におけ
る当該受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者
について、それぞれ準用する。この場合におい
て、必要な技術的読替えは、政令で定める。

において「保証等に係る求償権等」という。）
を取得した場合における当該保証等に係る求償
権等を取得した保証業者について、第二十四条
の三第一項の規定は貸金業を営む者が貸付けの
契約に基づく債務の弁済を他人に委託する場合
について、第二十条第一項 及び第二項、第二十
条の二 並びに第二十一条の規定は貸金業を営む
者の委託を受けて当該貸金業を営む者の貸付け
の契約に基づく債務の弁済をした者が当該債務
の弁済に係る求償権若しくは当該弁済による代
位に係る債権又はこれらの保証債権（以下この
条において「受託弁済に係る求償権等」とい
う。）を取得した場合（保証業者が当該貸付け
の契約に係る保証等に係る求償権等を取得した
場合を除く。）における当該弁済をした者につ
いて、第二十四条の四第一項の規定は保証業者
が保証等に係る求償権等を他人に譲渡する場合
について、第二十条第一項 及び第二項、第二十
条の二、 第二十一条並びに第二十四条の四第一
項の規定は保証等に係る求償権等の譲渡があつ
た場合における当該保証契約に係る求償権等を
譲り受けた者について、前条第一項の規定は貸
金業を営む者の委託を受けて当該貸金業を営む
者の貸付けの契約に基づく債務の弁済をした者
が受託弁済に係る求償権等（保証業者が取得し
た当該貸付けの契約に係る保証等に係る求償権
等を除く。）を他人に譲渡する場合について、
第二十条第一項 及び第二項、第二十条の二、 第
二十一条並びに前条第一項の規定は受託弁済に
係る求償権等の譲渡があつた場合における当該
受託弁済に係る求償権等を譲り受けた者につい
て、それぞれ準用する。この場合において、必
要な技術的読替えは、政令で定める。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（業務改善命令）
第二十四条の六の三 内閣総理大臣又は都道府県知
事は、その登録を受けた貸金業者の業務の運営
に関し、資金需要者等の利益の保護を図るため
必要があると認めるときは、当該貸金業者に対
して、その必要の限度において、業務の方法の
変更その他業務の運営の改善に必要な措置を命
ずることができる。
２ 内閣総理大臣は、その登録を受けた貸金業者が
第十二条の三第四項、第十二条の六 、第十二条
の七又は第十三条から第二十二条までの規定
（これらの規定に基づく命令の規定を含む。次
項及び次条第三項において同じ。）に違反した
場合（その違反行為に係る資金需要者等に個人
（事業を営む場合におけるものを除く。次項、
第二十四条の六の十一第二項及び 第四十四条の
二第三項において同じ。）が含まれる場合に限
る。）において、前項の規定による命令をしよ
うとするときは、あらかじめ、消費者庁長官に
協議しなければならない。

（業務改善命令）
第二十四条の六の三 内閣総理大臣又は都道府県知
事は、その登録を受けた貸金業者の業務の運営
に関し、資金需要者等の利益の保護を図るため
必要があると認めるときは、当該貸金業者に対
して、その必要の限度において、業務の方法の
変更その他業務の運営の改善に必要な措置を命
ずることができる。
２ 内閣総理大臣は、その登録を受けた貸金業者が
第十二条の三第四項、第十二条の六 から第十二
条の八まで又は第十三条から第二十二条までの
規定（これらの規定に基づく命令の規定を含
む。次項及び次条第三項において同じ。）に違
反した場合（その違反行為に係る資金需要者等
に個人（事業を営む場合におけるものを除く。
次項、第二十四条の六の十一第二項及び 第四十
四条第三項において同じ。）が含まれる場合に
限る。）において、前項の規定による命令をし
ようとするときは、あらかじめ、消費者庁長官
に協議しなければならない。
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３ 消費者庁長官は、個人である資金需要者等の利
益の保護を図るため必要があると認めるとき
は、内閣総理大臣に対し、第一項の規定による
命令（内閣総理大臣の登録を受けた貸金業者が
第十二条の三第四項、第十二条の六 、第十二条
の七又は第十三条から第二十二条までの規定に
違反した場合に限る。）に関し、必要な意見を
述べることができる。

３ 消費者庁長官は、個人である資金需要者等の利
益の保護を図るため必要があると認めるとき
は、内閣総理大臣に対し、第一項の規定による
命令（内閣総理大臣の登録を受けた貸金業者が
第十二条の三第四項、第十二条の六 から第十二
条の八まで又は第十三条から第二十二条までの
規定に違反した場合に限る。）に関し、必要な
意見を述べることができる。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（監督上の処分）
第二十四条の六の四 内閣総理大臣又は都道府県知
事は、その登録を受けた貸金業者が次の各号の
いずれかに該当する場合においては、当該貸金
業者に対し登録を取り消し、又は一年以内の期
間を定めて、その業務の全部若しくは一部の停
止を命ずることができる。
一 第六条第一項第十三号 ◆追加◆から第十六号
までのいずれかに該当することとなつたと
き。
二 貸金業の業務に関し法令（第十二条、第十二
条の五、第二十四条第三項及び第四項、第二
十四条の二第三項及び第四項並びに第二十四
条の三第三項及び第四項を除く。）又は法令
に基づく内閣総理大臣若しくは都道府県知事
の処分に違反したとき。
三 第二十四条第三項に規定する取立て制限者で
あることを知りながら、これを相手方とし
て、貸付けの契約に基づく債権譲渡等をした
とき。
四 貸付けの契約に基づく債権譲渡等をした場合
において、次の場合のいずれにも該当するこ
ととなつたとき。
イ 当該貸金業者が、当該債権譲渡等に当たり
その相手方が取立て制限者（第二十四条第
三項に規定する取立て制限者をいう。以下
この号において同じ。）であることを知ら
なかつたことにつき相当の理由があること
を証明できなかつたとき、又は当該債権譲
渡等に当たり当該債権譲渡等の後取立て制
限者が当該債権の債権譲渡等を受けること
を知らなかつたことにつき相当の理由があ
ることを証明できなかつたとき。
ロ 当該債権譲渡等を受けた取立て制限者又は
当該債権譲渡等の後当該債権の債権譲渡等
を受けた取立て制限者が、当該債権の取立
てをするに当たり、第二十一条第一項（第
二十四条第二項において準用する場合を含
む。）の規定に違反し、又は刑法若しくは
暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯した
とき。

五 第二十四条の二第三項に規定する取立て制限
者であることを知りながら、これを相手方と
して、貸付けに係る契約について保証契約を
締結したとき。

（監督上の処分）
第二十四条の六の四 内閣総理大臣又は都道府県知
事は、その登録を受けた貸金業者が次の各号の
いずれかに該当する場合においては、当該貸金
業者に対し登録を取り消し、又は一年以内の期
間を定めて、その業務の全部若しくは一部の停
止を命ずることができる。
一 第六条第一項第十三号 （第十二条の三第三項
の規定の適用がある場合を除く。）又は第六
条第一項第十四号から第十六号までのいずれ
かに該当することとなつたとき。
二 貸金業の業務に関し法令（第十二条、第十二
条の五、第二十四条第三項及び第四項、第二
十四条の二第三項及び第四項並びに第二十四
条の三第三項及び第四項を除く。）又は法令
に基づく内閣総理大臣若しくは都道府県知事
の処分に違反したとき。
三 第二十四条第三項に規定する取立て制限者で
あることを知りながら、これを相手方とし
て、貸付けの契約に基づく債権譲渡等をした
とき。
四 貸付けの契約に基づく債権譲渡等をした場合
において、次の場合のいずれにも該当するこ
ととなつたとき。
イ 当該貸金業者が、当該債権譲渡等に当たり
その相手方が取立て制限者（第二十四条第
三項に規定する取立て制限者をいう。以下
この号において同じ。）であることを知ら
なかつたことにつき相当の理由があること
を証明できなかつたとき、又は当該債権譲
渡等に当たり当該債権譲渡等の後取立て制
限者が当該債権の債権譲渡等を受けること
を知らなかつたことにつき相当の理由があ
ることを証明できなかつたとき。
ロ 当該債権譲渡等を受けた取立て制限者又は
当該債権譲渡等の後当該債権の債権譲渡等
を受けた取立て制限者が、当該債権の取立
てをするに当たり、第二十一条第一項（第
二十四条第二項において準用する場合を含
む。）の規定に違反し、又は刑法若しくは
暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯した
とき。

五 第二十四条の二第三項に規定する取立て制限
者であることを知りながら、これを相手方と
して、貸付けに係る契約について保証契約を
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六 保証業者と貸付けに係る契約について保証契
約を締結した場合において、次の場合のいず
れにも該当することとなつたとき。
イ 当該貸金業者が、当該保証契約の締結に当
たりその保証業者が取立て制限者（第二十
四条の二第三項に規定する取立て制限者を
いう。以下この号において同じ。）である
ことを知らなかつたことにつき相当の理由
があることを証明できなかつたとき、又は
当該保証契約の締結の後取立て制限者が当
該保証等に係る求償権等の債権譲渡等を受
けることを知らなかつたことにつき相当の
理由があることを証明できなかつたとき。
ロ 当該保証契約の締結を行つた取立て制限者
又は当該保証契約の締結の後当該保証等に
係る求償権等の債権譲渡等を受けた取立て
制限者が、当該保証等に係る求償権等の取
立てをするに当たり、第二十四条の二第二
項において準用する第二十一条第一項の規
定に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等
処罰に関する法律の罪を犯したとき。

七 第二十四条の三第三項に規定する取立て制限
者であることを知りながら、これを相手方と
して、貸付けの契約に基づく債務の弁済を委
託したとき。
八 貸付けの契約に基づく債務の弁済を他人に委
託した場合において、次の場合のいずれにも
該当することとなつたとき。
イ 当該貸金業者が、当該弁済の委託に当たり
その相手方が取立て制限者（第二十四条の
三第三項に規定する取立て制限者をいう。
以下この号において同じ。）であることを
知らなかつたことにつき相当の理由がある
ことを証明できなかつたとき、又は当該弁
済の委託の後取立て制限者が当該受託弁済
に係る求償権等の債権譲渡等を受けること
を知らなかつたことにつき相当の理由があ
ることを証明できなかつたとき。
ロ 当該受託弁済に係る求償権等を取得した取
立て制限者又は当該受託弁済に係る求償権
等の取得の後当該受託弁済に係る求償権等
の債権譲渡等を受けた取立て制限者が、当
該受託弁済に係る求償権等の取立てをする
に当たり、第二十四条の三第二項において
準用する第二十一条第一項の規定に違反
し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関
する法律の罪を犯したとき。

九 貸金業者からその貸付けに係る契約に基づく
債権の債権譲渡等を受けた者が、当該貸金業
者と政令で定める密接な関係を有する場合に
おいて、当該債権譲渡等を受けた者が、当該
債権の取立てをするに当たり、第二十一条第
一項（第二十四条第二項において準用する場
合を含む。）の規定に違反し、又は刑法若し
くは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯し
たときであつて、このような行為を行わない
ように当該貸金業者が相当の注意を払つたこ

締結したとき。
六 保証業者と貸付けに係る契約について保証契
約を締結した場合において、次の場合のいず
れにも該当することとなつたとき。
イ 当該貸金業者が、当該保証契約の締結に当
たりその保証業者が取立て制限者（第二十
四条の二第三項に規定する取立て制限者を
いう。以下この号において同じ。）である
ことを知らなかつたことにつき相当の理由
があることを証明できなかつたとき、又は
当該保証契約の締結の後取立て制限者が当
該保証等に係る求償権等の債権譲渡等を受
けることを知らなかつたことにつき相当の
理由があることを証明できなかつたとき。
ロ 当該保証契約の締結を行つた取立て制限者
又は当該保証契約の締結の後当該保証等に
係る求償権等の債権譲渡等を受けた取立て
制限者が、当該保証等に係る求償権等の取
立てをするに当たり、第二十四条の二第二
項において準用する第二十一条第一項の規
定に違反し、又は刑法若しくは暴力行為等
処罰に関する法律の罪を犯したとき。

七 第二十四条の三第三項に規定する取立て制限
者であることを知りながら、これを相手方と
して、貸付けの契約に基づく債務の弁済を委
託したとき。
八 貸付けの契約に基づく債務の弁済を他人に委
託した場合において、次の場合のいずれにも
該当することとなつたとき。
イ 当該貸金業者が、当該弁済の委託に当たり
その相手方が取立て制限者（第二十四条の
三第三項に規定する取立て制限者をいう。
以下この号において同じ。）であることを
知らなかつたことにつき相当の理由がある
ことを証明できなかつたとき、又は当該弁
済の委託の後取立て制限者が当該受託弁済
に係る求償権等の債権譲渡等を受けること
を知らなかつたことにつき相当の理由があ
ることを証明できなかつたとき。
ロ 当該受託弁済に係る求償権等を取得した取
立て制限者又は当該受託弁済に係る求償権
等の取得の後当該受託弁済に係る求償権等
の債権譲渡等を受けた取立て制限者が、当
該受託弁済に係る求償権等の取立てをする
に当たり、第二十四条の三第二項において
準用する第二十一条第一項の規定に違反
し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関
する法律の罪を犯したとき。

九 貸金業者からその貸付けに係る契約に基づく
債権の債権譲渡等を受けた者が、当該貸金業
者と政令で定める密接な関係を有する場合に
おいて、当該債権譲渡等を受けた者が、当該
債権の取立てをするに当たり、第二十一条第
一項（第二十四条第二項において準用する場
合を含む。）の規定に違反し、又は刑法若し
くは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯し
たときであつて、このような行為を行わない
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とを証明できなかつたとき。
十 保証等に係る求償権等を取得した保証業者が
当該貸金業者と政令で定める密接な関係を有
する場合において、当該保証業者が、当該保
証等に係る求償権等の取立てをするに当た
り、第二十四条の二第二項において準用する
第二十一条第一項の規定に違反し、又は刑法
若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を
犯したときであつて、このような行為を行わ
ないように当該貸金業者が相当の注意を払つ
たことを証明できなかつたとき。
十一 受託弁済に係る求償権等を取得した受託弁
済者が当該貸金業者と政令で定める密接な関
係を有する場合において、当該受託弁済者
が、当該受託弁済に係る求償権等の取立てを
するに当たり、第二十四条の三第二項におい
て準用する第二十一条第一項の規定に違反
し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関す
る法律の罪を犯したときであつて、このよう
な行為を行わないように当該貸金業者が相当
の注意を払つたことを証明できなかつたと
き。
十二 第二号に掲げるもののほか、出資の受入
れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律
又は暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律の規定（同法第三十二条の二第七項
の規定を除く。）に違反したとき。

２ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、その登録を
受けた貸金業者の役員（業務を執行する社員、
取締役、執行役、代表者、管理人又はこれらに
準ずる者をいう。以下この項において同じ。）
が、前項第二号から第十二号までのいずれかに
該当することとなつたときは、当該貸金業者に
対し当該役員の解任を命ずることができる。
３ 前条第二項及び第三項の規定は、第一項の規定
による処分（内閣総理大臣の登録を受けた貸金
業者が第十二条の三第四項、第十二条の六 、第
十二条の七又は第十三条から第二十二条までの
規定に違反した場合に限る。）について準用す
る。

ように当該貸金業者が相当の注意を払つたこ
とを証明できなかつたとき。
十 保証等に係る求償権等を取得した保証業者が
当該貸金業者と政令で定める密接な関係を有
する場合において、当該保証業者が、当該保
証等に係る求償権等の取立てをするに当た
り、第二十四条の二第二項において準用する
第二十一条第一項の規定に違反し、又は刑法
若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を
犯したときであつて、このような行為を行わ
ないように当該貸金業者が相当の注意を払つ
たことを証明できなかつたとき。
十一 受託弁済に係る求償権等を取得した受託弁
済者が当該貸金業者と政令で定める密接な関
係を有する場合において、当該受託弁済者
が、当該受託弁済に係る求償権等の取立てを
するに当たり、第二十四条の三第二項におい
て準用する第二十一条第一項の規定に違反
し、又は刑法若しくは暴力行為等処罰に関す
る法律の罪を犯したときであつて、このよう
な行為を行わないように当該貸金業者が相当
の注意を払つたことを証明できなかつたと
き。
十二 第二号に掲げるもののほか、出資の受入
れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律
又は暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律の規定（同法第三十二条の二第七項
の規定を除く。）に違反したとき。

２ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、その登録を
受けた貸金業者の役員（業務を執行する社員、
取締役、執行役、代表者、管理人又はこれらに
準ずる者をいう。以下この項において同じ。）
が、前項第二号から第十二号までのいずれかに
該当することとなつたときは、当該貸金業者に
対し当該役員の解任を命ずることができる。
３ 前条第二項及び第三項の規定は、第一項の規定
による処分（内閣総理大臣の登録を受けた貸金
業者が第十二条の三第四項、第十二条の六 から
第十二条の八まで又は第十三条から第二十二条
までの規定に違反した場合に限る。）について
準用する。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（登録の変更）
第二十四条の二十八 主任者登録を受けた者は、第
二十四条の二十五第四項の貸金業務取扱主任者
登録簿の記載事項に変更があつたときは、遅滞
なく、主任者登録の変更を申請しなければなら
ない。

（登録の変更）
第二十四条の二十八 貸金業務取扱主任者は、第二
十四条の二十五第四項の貸金業務取扱主任者登
録簿の記載事項に変更があつたときは、遅滞な
く、主任者登録の変更を申請しなければならな
い。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（死亡等の届出）
第二十四条の二十九 主任者登録を受けた者が次の

（死亡等の届出）
第二十四条の二十九 貸金業務取扱主任者が次の各
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各号に掲げる場合のいずれかに該当することと
なつた場合においては、当該各号に定める者
は、その日（第一号に掲げる場合にあつては、
その事実を知つた日）から三十日以内に、その
旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。
一 死亡した場合 その相続人
二 第二十四条の二十七第一項第一号に該当する
こととなつた場合 その後見人又は保佐人
三 第二十四条の二十七第一項第二号から第六号
までのいずれかに該当することとなつた場合
本人

号に掲げる場合のいずれかに該当することとな
つた場合においては、当該各号に定める者は、
その日（第一号に掲げる場合にあつては、その
事実を知つた日）から三十日以内に、その旨を
内閣総理大臣に届け出なければならない。
一 死亡した場合 その相続人
二 第二十四条の二十七第一項第一号に該当する
こととなつた場合 その後見人又は保佐人
三 第二十四条の二十七第一項第二号から第六号
までのいずれかに該当することとなつた場合
本人

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（登録の取消し）
第二十四条の三十 内閣総理大臣は、 主任者登録を
受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合
においては、主任者登録を取り消すことができ
る。
一 第二十四条の二十七第一項各号（第七号を除
く。）のいずれかに該当することとなつたと
き。
二 不正の手段により主任者登録を受けたとき。
三 第二十四条の二十三第一項（同条第三項の規
定により読み替えて適用する場合を含む。）
の規定により資格試験の合格の決定を取り消
されたとき。
四 その職務に関し貸金業に関する法令の規定に
違反したとき、又は著しく不適当な行為を行
つたとき。

（登録の取消し）
第二十四条の三十 内閣総理大臣は、 貸金業務取扱
主任者が次の各号のいずれかに該当する場合に
おいては、主任者登録を取り消すことができ
る。
一 第二十四条の二十七第一項各号（第七号を除
く。）のいずれかに該当することとなつたと
き。
二 不正の手段により主任者登録を受けたとき。
三 第二十四条の二十三第一項（同条第三項の規
定により読み替えて適用する場合を含む。）
の規定により資格試験の合格の決定を取り消
されたとき。
四 その職務に関し貸金業に関する法令の規定に
違反したとき、又は著しく不適当な行為を行
つたとき。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（登録講習機関の登録の実施）
第二十四条の三十八 内閣総理大臣は、第二十四条
の三十六第二項の規定により登録申請書を提出
した者の行う講習が、次の表の上欄に掲げる科
目について、それぞれ同表の下欄に掲げる講師
により行われるものであるときは、前条の規定
により登録を拒否する場合を除くほか、その登
録をしなければならない。この場合において、
登録に関して必要な手続は、内閣府令で定め
る。
科 目 講 師
一 貸
金業に
関する
法令に
関する
科目

一 学校教育法（昭和二十二年法律第
二十六号）による大学において民事法
学若しくは行政法学を担当する教授若
しくは准教授の職にあり、又はこれら
の職にあつた者 
二 前号に掲げる者と同等以上の知識
及び経験を有する者

二 実
務に関

一 第十二条の三第一項に規定する貸
金業務取扱主任者であつて、現に同項

（登録講習機関の登録の実施）
第二十四条の三十八 内閣総理大臣は、第二十四条
の三十六第二項の規定により登録申請書を提出
した者の行う講習が、次の表の上欄に掲げる科
目について、それぞれ同表の下欄に掲げる講師
により行われるものであるときは、前条の規定
により登録を拒否する場合を除くほか、その登
録をしなければならない。この場合において、
登録に関して必要な手続は、内閣府令で定め
る。
科 目 講 師
一 貸
金業に
関する
法令に
関する
科目

一 学校教育法（昭和二十二年法律第
二十六号）による大学において民事法
学若しくは行政法学を担当する教授若
しくは准教授の職にあり、又はこれら
の職にあつた者 
二 前号に掲げる者と同等以上の知識
及び経験を有する者

二 実
務に関

一 貸金業務取扱主任者であつて、現
に貸金業務取扱主任者として第十二条
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する科
目

の貸金業務取扱主任者として同項の助
言又は指導を行つている者 
二 前号に掲げる者と同等以上の知識
及び経験を有する者

２ 第二十四条の三十六第一項の登録は、登録講習
機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするも
のとする。
一 登録年月日及び登録番号
二 登録講習機関の氏名又は商号若しくは名称及
び住所並びに法人にあつては、その代表者の
氏名
三 登録講習機関が講習事務を行う事務所の所在
地
四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

する科
目

の三第一項の助言又は指導を行つてい
る者 
二 前号に掲げる者と同等以上の知識
及び経験を有する者

２ 第二十四条の三十六第一項の登録は、登録講習
機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするも
のとする。
一 登録年月日及び登録番号
二 登録講習機関の氏名又は商号若しくは名称及
び住所並びに法人にあつては、その代表者の
氏名
三 登録講習機関が講習事務を行う事務所の所在
地
四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定め
る事項

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（財務諸表等の備付け及び閲覧等）
第二十四条の四十四 登録講習機関は、毎事業年度
経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、
貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並び
に事業報告書（これらの書類が電磁的記録をも
つて作成されている場合には当該電磁的記録を
含む。以下「財務諸表等」という。）を作成
し、その事業年度の末日の翌日から五年を経過
する日までの間、その事務所に備え置かなけれ
ばならない。
２ 主任者登録を受けた者その他の利害関係人は、
登録講習機関の業務時間内は、いつでも、次に
掲げる請求をすることができる。ただし、第二
号又は第四号の請求をするには、当該登録講習
機関の定めた費用を支払わなければならない。
一 財務諸表等が書面をもつて作成されていると
きは、当該書面の閲覧又は謄写の請求
二 前号の書面の謄本又は抄本の請求
三 財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されて
いるときは、当該電磁的記録に記録された事
項を内閣府令で定める方法により表示したも
のの閲覧又は謄写の請求
四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的
方法であつて内閣府令で定めるものにより提
供することの請求又は当該事項を記載した書
面の交付の請求

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）
第二十四条の四十四 登録講習機関は、毎事業年度
経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、
貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並び
に事業報告書（これらの書類が電磁的記録をも
つて作成されている場合には当該電磁的記録を
含む。以下「財務諸表等」という。）を作成
し、その事業年度の末日の翌日から五年を経過
する日までの間、その事務所に備え置かなけれ
ばならない。
２ 貸金業務取扱主任者その他の利害関係人は、登
録講習機関の業務時間内は、いつでも、次に掲
げる請求をすることができる。ただし、第二号
又は第四号の請求をするには、当該登録講習機
関の定めた費用を支払わなければならない。
一 財務諸表等が書面をもつて作成されていると
きは、当該書面の閲覧又は謄写の請求
二 前号の書面の謄本又は抄本の請求
三 財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されて
いるときは、当該電磁的記録に記録された事
項を内閣府令で定める方法により表示したも
のの閲覧又は謄写の請求
四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的
方法であつて内閣府令で定めるものにより提
供することの請求又は当該事項を記載した書
面の交付の請求

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（信用情報提供等業務の休廃止）
第四十一条の三十二 指定信用情報機関は、信用情
報提供等業務の全部又は一部の休止（次項に規
定する理由によるものを除く。）をし、又は廃
止をしようとするときは、内閣総理大臣の認可
を受けなければならない。
２ 指定信用情報機関が、天災その他のやむを得な

（信用情報提供等業務の休廃止）
第四十一条の三十二 指定信用情報機関は、信用情
報提供等業務の全部又は一部の休止（次項に規
定する理由によるものを除く。）をし、又は廃
止をしようとするときは、内閣総理大臣の認可
を受けなければならない。
２ 指定信用情報機関が、天災その他のやむを得な
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い理由により信用情報提供等業務の全部又は一
部を休止した場合には、直ちにその旨を、理由
を付して内閣総理大臣に届け出るとともに、加
入貸金業者及び他の指定信用情報機関に通知し
なければならない。指定信用情報機関がその休
止した当該信用情報提供等業務の全部又は一部
を再開するときも、同様とする。
◆追加◆

い理由により信用情報提供等業務の全部又は一
部を休止した場合には、直ちにその旨を、理由
を付して内閣総理大臣に届け出るとともに、加
入貸金業者及び他の指定信用情報機関に通知し
なければならない。指定信用情報機関がその休
止した当該信用情報提供等業務の全部又は一部
を再開するときも、同様とする。
３ 前二項の規定により指定信用情報機関による信
用情報提供等業務が休止している場合におい
て、貸金業者が指定信用情報機関の保有する信
用情報の全部又は一部を使用することができな
いときは、第十三条第二項（同条第五項におい
て準用する場合を含む。）又は第十三条の三第
一項若しくは第二項の規定は、適用しない。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
第四章 雑則
（高金利を定めた金銭消費貸借契約の無効）
第四十二条 貸金業を営む者が業として行う金銭を
目的とする消費貸借の契約（手形の割引、売渡
担保その他これらに類する方法によつて金銭を
交付する契約を含む。）において、年百九・五
パーセント（二月二十九日を含む一年について
は年百九・八パーセントとし、一日当たりにつ
いては〇・三パーセントとする。）を超える割
合による利息（債務の不履行について予定され
る賠償額を含む。）の契約をしたときは、当該
消費貸借の契約は、無効とする。
２ 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関
する法律 第五条第四項から第七項までの規定
は、前項の利息の契約について準用する。

第四章 雑則
（高金利を定めた金銭消費貸借契約の無効）
第四十二条 貸金業を営む者が業として行う金銭を
目的とする消費貸借の契約（手形の割引、売渡
担保その他これらに類する方法によつて金銭を
交付する契約を含む。）において、年百九・五
パーセント（二月二十九日を含む一年について
は年百九・八パーセントとし、一日当たりにつ
いては〇・三パーセントとする。）を超える割
合による利息（債務の不履行について予定され
る賠償額を含む。）の契約をしたときは、当該
消費貸借の契約は、無効とする。
２ 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関
する法律 第五条の四第一項から第四項までの規
定は、前項の利息の契約について準用する。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（任意に支払つた場合のみなし弁済）
第四十三条 貸金業者が業として行う金銭を目的と
する消費貸借上の利息の契約に基づき、債務者
が利息として任意に支払つた金銭の額が、利息
制限法第一条第一項に定める利息の制限額を超
える場合において、その支払が次の各号に該当
するときは、当該超過部分の支払は、同項の規
定にかかわらず、有効な利息の債務の弁済とみ
なす。
一 第十七条第一項（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項において準用する場合を含む。以下この号
において同じ。）の規定により第十七条第一
項に規定する書面を交付している場合若しく
は第十六条の二第一項並びに第十七条第三項
及び第四項（これらの規定を第二十四条第二
項、第二十四条の二第二項、第二十四条の三
第二項、第二十四条の四第二項及び第二十四
条の五第二項において準用する場合を含む。

◆削除◆
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以下この号において同じ。）の規定により第
十六条の二第一項並びに第十七条第三項及び
第四項に規定するすべての書面を交付してい
る場合におけるその交付をしている者に対す
る貸付けに係る契約（極度方式貸付けに係る
契約を除く。）若しくは当該貸付けに係る契
約に係る保証契約に基づく支払又は第十七条
第一項及び第二項（これらの規定を第二十四
条第二項、第二十四条の二第二項、第二十四
条の三第二項、第二十四条の四第二項及び第
二十四条の五第二項において準用する場合を
含む。以下この号において同じ。）の規定に
より第十七条第一項及び第二項に規定するす
べての書面を交付している場合若しくは第十
六条の二第一項及び第十七条第三項から第五
項まで（これらの規定を第二十四条第二項、
第二十四条の二第二項、第二十四条の三第二
項、第二十四条の四第二項及び第二十四条の
五第二項において準用する場合を含む。以下
この号において同じ。）の規定により第十六
条の二第一項及び第十七条第三項から第五項
までに規定するすべての書面を交付している
場合におけるその交付をしている者に対する
極度方式貸付けに係る契約若しくは当該契約
に係る保証契約に基づく支払
二 第十八条第一項（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項において準用する場合を含む。以下この号
において同じ。）の規定により第十八条第一
項に規定する書面を交付した場合における同
項の弁済に係る支払

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる支払に係る同
項の超過部分の支払については、適用しない。
一 第二十四条の六の四第一項の規定による業務
の停止の処分に違反して貸付けの契約が締結
された場合又は当該処分に違反して締結され
た貸付けに係る契約について保証契約が締結
された場合における当該貸付けの契約又は当
該保証契約に基づく支払
二 物価統制令第十二条の規定に違反して締結さ
れた貸付けの契約又は同条の規定に違反して
締結された貸付けに係る契約に係る保証契約
に基づく支払
三 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに
関する法律第五条第二項の規定に違反して締
結された貸付けに係る契約又は当該貸付けに
係る契約に係る保証契約に基づく支払

３ 前二項の規定は、貸金業者が業として行う金銭
を目的とする消費貸借上の債務の不履行による
賠償額の予定に基づき、債務者が賠償として任
意に支払つた金銭の額が、利息制限法第四条第
一項に定める賠償額の予定の制限額を超える場
合において、その支払が第一項各号に該当する
ときに準用する。

- 本則-
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施行日：平成22年 6月18日
（登録の取消し等に伴う取引の結了）
第四十四条 貸金業者について、第三条第二項若し
くは第十条第二項の規定により登録が効力を失
つたとき、第二十四条の六の四第一項、第二十
四条の六の五第一項若しくは第二十四条の六の
六第一項の規定により登録が取り消されたと
き、又は第十条第三項の規定により引き続き貸
金業を営むことができる期間を経過したとき
は、当該貸金業者であつた者又はその一般承継
人は、当該貸金業者が締結した貸付けの契約に
基づく取引を結了する目的の範囲内において
は、なお貸金業者とみなす。

（登録の取消し等に伴う取引の結了）
第四十三条 貸金業者について、第三条第二項若し
くは第十条第二項の規定により登録が効力を失
つたとき、第二十四条の六の四第一項、第二十
四条の六の五第一項若しくは第二十四条の六の
六第一項の規定により登録が取り消されたと
き、又は第十条第三項の規定により引き続き貸
金業を営むことができる期間を経過したとき
は、当該貸金業者であつた者又はその一般承継
人は、当該貸金業者が締結した貸付けの契約に
基づく取引を結了する目的の範囲内において
は、なお貸金業者とみなす。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（財務大臣等への資料提出等）
第四十四条の二 財務大臣は、その所掌に係る金融
破綻（たん）処理制度及び金融危機管理に関
し、貸金業に係る制度の企画又は立案をするた
め必要があると認めるときは、内閣総理大臣に
対し、必要な資料の提出及び説明を求めること
ができる。
２ 財務大臣は、その所掌に係る金融破綻（たん）
処理制度及び金融危機管理に関し、貸金業に係
る制度の企画又は立案をするため特に必要があ
ると認めるときは、その必要の限度において、
貸金業者（内閣総理大臣の登録を受けた者に限
る。）、貸金業協会その他の関係者に対し、資
料の提出、説明その他の協力を求めることがで
きる。
３ 消費者庁長官は、個人である資金需要者等の利
益の保護を図るため必要があると認めるとき
は、内閣総理大臣に対し、資料の提出、説明そ
の他必要な協力を求めることができる。

（財務大臣等への資料提出等）
第四十四条 財務大臣は、その所掌に係る金融破綻
（たん）処理制度及び金融危機管理に関し、貸
金業に係る制度の企画又は立案をするため必要
があると認めるときは、内閣総理大臣に対し、
必要な資料の提出及び説明を求めることができ
る。
２ 財務大臣は、その所掌に係る金融破綻（たん）
処理制度及び金融危機管理に関し、貸金業に係
る制度の企画又は立案をするため特に必要があ
ると認めるときは、その必要の限度において、
貸金業者（内閣総理大臣の登録を受けた者に限
る。）、貸金業協会その他の関係者に対し、資
料の提出、説明その他の協力を求めることがで
きる。
３ 消費者庁長官は、個人である資金需要者等の利
益の保護を図るため必要があると認めるとき
は、内閣総理大臣に対し、資料の提出、説明そ
の他必要な協力を求めることができる。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（登録等に関する意見聴取）
第四十四条の三 内閣総理大臣又は都道府県知事
は、第五条第一項の登録をしようとするときは
第六条第一項第六号又は第八号から第十三号ま
でに該当する事由（同項第八号から第十号まで
又は第十三号に該当する事由にあつては、同項
第六号に係るものに限る。以下「意見陳述事
由」という。）、第八条第二項の登録をしよう
とするときは第六条第一項第八号から第十号ま
で又は第十三号に該当する事由（同項第六号に
係るものに限る。）の有無について、内閣総理
大臣にあつては警察庁長官、都道府県知事にあ
つては警視総監又は道府県警察本部長（以下
「警察本部長」という。）の意見を聴くものと
する。
２ 内閣総理大臣は、主任者登録をしようとすると

（登録等に関する意見聴取）
第四十四条の二 内閣総理大臣又は都道府県知事
は、第五条第一項の登録をしようとするときは
第六条第一項第六号又は第八号から第十三号ま
でに該当する事由（同項第八号から第十号まで
又は第十三号に該当する事由にあつては、同項
第六号に係るものに限る。以下「意見陳述事
由」という。）、第八条第二項の登録をしよう
とするときは第六条第一項第八号から第十号ま
で又は第十三号に該当する事由（同項第六号に
係るものに限る。）の有無について、内閣総理
大臣にあつては警察庁長官、都道府県知事にあ
つては警視総監又は道府県警察本部長（以下
「警察本部長」という。）の意見を聴くものと
する。
２ 内閣総理大臣は、主任者登録をしようとすると
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きは第二十四条の二十七第一項第六号に該当す
る事由、第二十六条第二項の認可をしようとす
るときは第二十八条第二項第二号に該当する事
由（第六条第一項第六号に係るものに限る。）
の有無について、警察庁長官の意見を聴くもの
とする。
３ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、第二十四条
の六の四第一項若しくは第二項の規定による命
令又は同条第一項若しくは第二十四条の六の五
第一項の規定による登録の取消しをしようとす
るときは、意見陳述事由又は第十二条の五、第
二十一条第一項（第二十四条第二項、第二十四
条の二第二項、第二十四条の三第二項、第二十
四条の四第二項及び第二十四条の五第二項にお
いて準用する場合を含む。）、第二十四条第三
項、第二十四条の二第三項若しくは第二十四条
の三第三項の規定に違反する事実（次条におい
て「意見陳述事実」という。）の有無につい
て、内閣総理大臣にあつては警察庁長官、都道
府県知事にあつては警察本部長の意見を聴くこ
とができる。
４ 内閣総理大臣は、第二十四条の三十の規定によ
る主任者登録の取消しをしようとするときは、
同条第一号に該当する事由（第二十四条の二十
七第一項第六号に係るものに限る。）の有無に
ついて、警察庁長官の意見を聴くことができ
る。

きは第二十四条の二十七第一項第六号に該当す
る事由、第二十六条第二項の認可をしようとす
るときは第二十八条第二項第二号に該当する事
由（第六条第一項第六号に係るものに限る。）
の有無について、警察庁長官の意見を聴くもの
とする。
３ 内閣総理大臣又は都道府県知事は、第二十四条
の六の四第一項若しくは第二項の規定による命
令又は同条第一項若しくは第二十四条の六の五
第一項の規定による登録の取消しをしようとす
るときは、意見陳述事由又は第十二条の五、第
二十一条第一項（第二十四条第二項、第二十四
条の二第二項、第二十四条の三第二項、第二十
四条の四第二項及び第二十四条の五第二項にお
いて準用する場合を含む。）、第二十四条第三
項、第二十四条の二第三項若しくは第二十四条
の三第三項の規定に違反する事実（次条におい
て「意見陳述事実」という。）の有無につい
て、内閣総理大臣にあつては警察庁長官、都道
府県知事にあつては警察本部長の意見を聴くこ
とができる。
４ 内閣総理大臣は、第二十四条の三十の規定によ
る主任者登録の取消しをしようとするときは、
同条第一号に該当する事由（第二十四条の二十
七第一項第六号に係るものに限る。）の有無に
ついて、警察庁長官の意見を聴くことができ
る。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（内閣総理大臣等への意見）
第四十四条の四 警察庁長官又は警察本部長は、貸
金業者、 主任者登録を受けた者又は第二十六条
第二項の認可を受けようとする貸金業協会の役
員について、意見陳述事由又は意見陳述事実が
あると疑うに足りる相当な理由があるため、内
閣総理大臣又は都道府県知事が当該貸金業者、
当該 主任者登録を受けた者又は同項の認可を受
けようとする者に対して適当な措置をとること
が必要であると認める場合には、警察庁長官に
あつては内閣総理大臣、警察本部長にあつては
都道府県知事に対し、その旨の意見を述べるこ
とができる。

（内閣総理大臣等への意見）
第四十四条の三 警察庁長官又は警察本部長は、貸
金業者、 貸金業務取扱主任者又は第二十六条第
二項の認可を受けようとする貸金業協会の役員
について、意見陳述事由又は意見陳述事実があ
ると疑うに足りる相当な理由があるため、内閣
総理大臣又は都道府県知事が当該貸金業者、当
該 貸金業務取扱主任者又は同項の認可を受けよ
うとする者に対して適当な措置をとることが必
要であると認める場合には、警察庁長官にあつ
ては内閣総理大臣、警察本部長にあつては都道
府県知事に対し、その旨の意見を述べることが
できる。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（取立てを行う者に対する質問）
第四十四条の五 警察本部長は、貸金業者又は貸金
業者の貸付けの契約に基づく債権の取立てにつ
いて貸金業者その他の者から委託を受けた者に
よる貸付けの契約に基づく債権の取立てが行わ
れているものと認められ、その取立てを行う者
について意見陳述事由があると疑うに足りる相
当な理由があり、かつ、警察庁長官又は警察本
部長が前二条の規定に基づき意見を述べるため

（取立てを行う者に対する質問）
第四十四条の四 警察本部長は、貸金業者又は貸金
業者の貸付けの契約に基づく債権の取立てにつ
いて貸金業者その他の者から委託を受けた者に
よる貸付けの契約に基づく債権の取立てが行わ
れているものと認められ、その取立てを行う者
について意見陳述事由があると疑うに足りる相
当な理由があり、かつ、警察庁長官又は警察本
部長が前二条の規定に基づき意見を述べるため
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に必要であると認められる場合には、当該都道
府県警察の警察職員に、その取立てを行う者に
対し、貸金業者の商号、名称又は氏名並びにそ
の取立てを行う者の氏名及びその弁済受領権限
の基礎となる事実について質問させることがで
きる。
２ 第二十四条の六の十第五項及び第六項の規定
は、前項の場合について準用する。

に必要であると認められる場合には、当該都道
府県警察の警察職員に、その取立てを行う者に
対し、貸金業者の商号、名称又は氏名並びにそ
の取立てを行う者の氏名及びその弁済受領権限
の基礎となる事実について質問させることがで
きる。
２ 第二十四条の六の十第五項及び第六項の規定
は、前項の場合について準用する。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
（命令への委任）
第四十六条 この法律に定めるもののほか、この法
律の規定に基づく登録の申請、届出の手続その
他この法律を実施するために必要な事項は、内
閣府令で定める。
２ 第四十四条の三から第四十四条の五までの規定
により警察庁長官又は警察本部長の権限に属す
る事務を実施するために必要な事項は、国家公
安委員会規則で定める。

（命令への委任）
第四十六条 この法律に定めるもののほか、この法
律の規定に基づく登録の申請、届出の手続その
他この法律を実施するために必要な事項は、内
閣府令で定める。
２ 第四十四条の二から第四十四条の四までの規定
により警察庁長官又は警察本部長の権限に属す
る事務を実施するために必要な事項は、国家公
安委員会規則で定める。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
第四十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、
一年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に
処し、又はこれを併科する。
一 第十二条の五の規定に違反した者
一の二 第十二条の六（第一号に係る部分に限
る。）の規定に違反して虚偽のことを告げた
者
一の三 第十二条の七（第二十四条第二項、第二
十四条の二第二項、第二十四条の三第二項、
第二十四条の四第二項及び第二十四条の五第
二項において準用する場合を含む。）の規定
に違反した者
◆追加◆
◆追加◆
二 第十五条第一項に規定する事項を表示せず、
若しくは説明せず、又は虚偽の表示若しくは
説明をした者
二の二 第十五条第二項の規定に違反して第四条
第一項第七号に掲げる事項に係るもの以外の
ものを表示し、又は記録した者
三 第十六条第一項の規定に違反して著しく事実
に相違する表示若しくは説明をし、又は人を
誤認させるような表示若しくは説明をした者
三の二 第十六条の二第一項（第二十四条第二
項、第二十四条の二第二項、第二十四条の三
第二項、第二十四条の四第二項及び第二十四
条の五第二項において準用する場合を含む 。
以下この号において同じ。）の規定に違反し
て書面を交付せず、又は 第十六条の二第一項
に規定する事項を記載しない書面若しくは虚
偽の記載をした書面を交付した者

三の三 第十六条の三第一項（第二十四条第二

第四十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、
一年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に
処し、又はこれを併科する。
一 第十二条の五の規定に違反した者
一の二 第十二条の六（第一号に係る部分に限
る。）の規定に違反して虚偽のことを告げた
者
一の三 第十二条の七（第二十四条第二項、第二
十四条の二第二項、第二十四条の三第二項、
第二十四条の四第二項及び第二十四条の五第
二項において準用する場合を含む。）の規定
に違反した者
一の四 第十三条第二項（同条第五項において準
用する場合を含む。）の場合において、指定
信用情報機関が保有する信用情報を使用した
調査をせずに、同条第二項に規定する貸付け
の契約を個人である顧客等と締結し、又は同
条第五項に規定する極度方式基本契約の極度
額を増額した者
一の五 第十三条の三第一項又は第二項の規定に
違反した者
二 第十五条第一項に規定する事項を表示せず、
若しくは説明せず、又は虚偽の表示若しくは
説明をした者
二の二 第十五条第二項の規定に違反して第四条
第一項第七号に掲げる事項に係るもの以外の
ものを表示し、又は記録した者
三 第十六条第一項の規定に違反して著しく事実
に相違する表示若しくは説明をし、又は人を
誤認させるような表示若しくは説明をした者
三の二 第十六条の二第一項、第二項又は第三項
（第二十四条第二項、第二十四条の二第二

35



項、第二十四条の二第二項、第二十四条の三
第二項、第二十四条の四第二項及び第二十四
条の五第二項において準用する場合を含む。
以下この号において同じ。）の規定に違反し
て書面を交付せず、又は第十六条の三第一項
に規定する事項を記載しない書面若しくは虚
偽の記載をした書面を交付した者
四 第十七条（第六項及び第七項を除く。）又は
第十八条第一項（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項においてこれらの規定を準用する場合を含
む。）の規定に違反して書面を交付せず、又
はこれらの規定（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項において準用する場合を含む。）に規定す
る事項を記載しない書面若しくは虚偽の記載
をした書面を交付した者
四の二 第二十条第一項から第三項まで（第二十
四条第二項、第二十四条の二第二項、第二十
四条の三第二項、第二十四条の四第二項、第
二十四条の五第二項及び第二十四条の六にお
いてこれらの規定を準用する場合を含む。）
の規定に違反した者
五 第二十条第四項（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項において準用する場合を含む。以下この号
において同じ。）の規定に違反して書面を交
付せず、又は 第二十条第四項に規定する事項
を記載しない書面若しくは虚偽の記載をした
書面を交付した者
五の二 第二十条の二（第一号に係る部分に限
り、第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項、第二十四条の五第二項及び第二十四
条の六において準用する場合を含む。以下こ
の号において同じ。）の規定に違反して、第
二十条の二に規定する預金通帳等の引渡し若
しくは提供を求め、又はこれらを保管した者
五の三 第二十条の二（第二号に係る部分に限
り、第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項、第二十四条の五第二項及び第二十四
条の六において準用する場合を含む。）の規
定に違反した者
六 第二十四条第三項の規定に違反して、同項第
一号又は第二号に該当する者であることを知
りながら、これを相手方として、貸付けの契
約に基づく債権の債権譲渡等をした者
七 第二十四条の二第三項の規定に違反して、同
項第一号又は第二号に該当する者であること
を知りながら、これを相手方として、貸付け
に係る契約について保証契約を締結した者
八 第二十四条の三第三項の規定に違反して、同
項第一号又は第二号に該当する者であること

項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項及び第二十四条の五第二項において準
用する場合を含む ◆削除◆。）の規定に違反
して書面を交付せず、又は これらの規定（第
十六条の二第三項にあつては、第二十四条第
二項、第二十四条の二第二項、第二十四条の
三第二項、第二十四条の四第二項及び第二十
四条の五第二項において準用する場合を含
む。）に規定する事項を記載しない書面若し
くは虚偽の記載をした書面を交付した者
三の三 第十六条の三第一項（第二十四条第二
項、第二十四条の二第二項、第二十四条の三
第二項、第二十四条の四第二項及び第二十四
条の五第二項において準用する場合を含む。
以下この号において同じ。）の規定に違反し
て書面を交付せず、又は第十六条の三第一項
に規定する事項を記載しない書面若しくは虚
偽の記載をした書面を交付した者
四 第十七条（第六項及び第七項を除く。）又は
第十八条第一項（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項においてこれらの規定を準用する場合を含
む。）の規定に違反して書面を交付せず、又
はこれらの規定（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項において準用する場合を含む。）に規定す
る事項を記載しない書面若しくは虚偽の記載
をした書面を交付した者
四の二 第二十条第一項又は第二項（第二十四条
第二項、第二十四条の二第二項、第二十四条
の三第二項、第二十四条の四第二項、第二十
四条の五第二項及び第二十四条の六において
これらの規定を準用する場合を含む。）の規
定に違反した者
五 第二十条第三項（第二十四条第二項、第二十
四条の二第二項、第二十四条の三第二項、第
二十四条の四第二項及び第二十四条の五第二
項において準用する場合を含む。以下この号
において同じ。）の規定に違反して書面を交
付せず、又は 第二十条第三項に規定する事項
を記載しない書面若しくは虚偽の記載をした
書面を交付した者
五の二 第二十条の二（第一号に係る部分に限
り、第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項、第二十四条の五第二項及び第二十四
条の六において準用する場合を含む。以下こ
の号において同じ。）の規定に違反して、第
二十条の二に規定する預金通帳等の引渡し若
しくは提供を求め、又はこれらを保管した者
五の三 第二十条の二（第二号に係る部分に限
り、第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項、第二十四条の五第二項及び第二十四
条の六において準用する場合を含む。）の規
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を知りながら、これを相手方として、貸付け
の契約に基づく債務の弁済を委託した者
八の二 第二十四条の六の三第一項の規定による
命令に違反した者
八の三 第二十四条の六の九の規定による事業報
告書を提出せず、又は虚偽の記載をした事業
報告書を提出した者
八の四 第二十四条の六の十第一項若しくは第二
項（第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項及び第二十四条の五第二項においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）又は第
二十四条の六の十一第一項の規定による報告
若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告
若しくは資料の提出をした者
八の五 第二十四条の六の十第三項若しくは第四
項（第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項及び第二十四条の五第二項においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）又は第
二十四条の六の十一第二項の規定による当該
職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚
偽の答弁をし、又は検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避した者
八の六 第二十四条の六の十二第三項又は第四項
の規定に違反して、三十日以内に、社内規則
の作成若しくは変更をせず、若しくは内閣総
理大臣若しくは都道府県知事の承認を受け
ず、又は承認を受けた社内規則を内閣総理大
臣若しくは都道府県知事の承認を受けずに変
更し、若しくは廃止した者
八の七 第二十七条第一項の認可申請書又は同条
第二項の書類に虚偽の記載をして提出した者
九 第四十一条の五第一項又は第二項の規定によ
る報告若しくは資料の提出をせず、若しくは
虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は当
該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは
虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨
げ、若しくは忌避した者
九の二 第四十一条の十四第一項の指定申請書又
は同条第二項の書類に虚偽の記載をして提出
した者
九の三 第四十一条の二十九第一項の規定による
業務及び財産に関する報告書を提出せず、又
は虚偽の記載をした業務及び財産に関する報
告書を提出した者
九の四 第四十一条の三十第一項又は第二項の規
定による報告若しくは資料の提出をせず、若
しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、
又は当該職員の質問に対して答弁をせず、若
しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒
み、妨げ、若しくは忌避した者
九の五 第四十一条の三十一の規定による命令に
違反した者
九の六 第四十一条の三十五の規定に違反した者
九の七 第四十一条の三十六第一項又は第二項の
規定に違反した者

定に違反した者
六 第二十四条第三項の規定に違反して、同項第
一号又は第二号に該当する者であることを知
りながら、これを相手方として、貸付けの契
約に基づく債権の債権譲渡等をした者
七 第二十四条の二第三項の規定に違反して、同
項第一号又は第二号に該当する者であること
を知りながら、これを相手方として、貸付け
に係る契約について保証契約を締結した者
八 第二十四条の三第三項の規定に違反して、同
項第一号又は第二号に該当する者であること
を知りながら、これを相手方として、貸付け
の契約に基づく債務の弁済を委託した者
八の二 第二十四条の六の三第一項の規定による
命令に違反した者
八の三 第二十四条の六の九の規定による事業報
告書を提出せず、又は虚偽の記載をした事業
報告書を提出した者
八の四 第二十四条の六の十第一項若しくは第二
項（第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項及び第二十四条の五第二項においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）又は第
二十四条の六の十一第一項の規定による報告
若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告
若しくは資料の提出をした者
八の五 第二十四条の六の十第三項若しくは第四
項（第二十四条第二項、第二十四条の二第二
項、第二十四条の三第二項、第二十四条の四
第二項及び第二十四条の五第二項においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）又は第
二十四条の六の十一第二項の規定による当該
職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚
偽の答弁をし、又は検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避した者
八の六 第二十四条の六の十二第三項又は第四項
の規定に違反して、三十日以内に、社内規則
の作成若しくは変更をせず、若しくは内閣総
理大臣若しくは都道府県知事の承認を受け
ず、又は承認を受けた社内規則を内閣総理大
臣若しくは都道府県知事の承認を受けずに変
更し、若しくは廃止した者
八の七 第二十七条第一項の認可申請書又は同条
第二項の書類に虚偽の記載をして提出した者
九 第四十一条の五第一項又は第二項の規定によ
る報告若しくは資料の提出をせず、若しくは
虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は当
該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは
虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨
げ、若しくは忌避した者
九の二 第四十一条の十四第一項の指定申請書又
は同条第二項の書類に虚偽の記載をして提出
した者
九の三 第四十一条の二十九第一項の規定による
業務及び財産に関する報告書を提出せず、又
は虚偽の記載をした業務及び財産に関する報
告書を提出した者

37



十 第四十四条の五第一項の規定による質問に対
して答弁をせず、又は虚偽の答弁をした者

２ 第二十四条の十九第二項又は第二十四条の四十
六の規定による命令に違反した場合において
は、その違反行為をした指定試験機関又は登録
講習機関の役員又は職員は、一年以下の懲役又
は三百万円以下の罰金に処する。

九の四 第四十一条の三十第一項又は第二項の規
定による報告若しくは資料の提出をせず、若
しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、
又は当該職員の質問に対して答弁をせず、若
しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒
み、妨げ、若しくは忌避した者
九の五 第四十一条の三十一の規定による命令に
違反した者
九の六 第四十一条の三十五の規定に違反した者
九の七 第四十一条の三十六第一項又は第二項の
規定に違反した者
十 第四十四条の四第一項の規定による質問に対
して答弁をせず、又は虚偽の答弁をした者

２ 第二十四条の十九第二項又は第二十四条の四十
六の規定による命令に違反した場合において
は、その違反行為をした指定試験機関又は登録
講習機関の役員又は職員は、一年以下の懲役又
は三百万円以下の罰金に処する。

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
第四十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、
百万円以下の罰金に処する。
一 第十二条の三第一項の規定に違反して、貸金
業務取扱主任者を 選任しなかつた者
二 第十二条の三第四項の規定に違反した者
三 第十二条の四の規定に違反した者
◆追加◆
◆追加◆
四 第十四条に規定する事項を掲示せず、又は虚
偽の掲示をした者
五 第十九条（第二十四条第二項、第二十四条の
二第二項、第二十四条の三第二項、第二十四
条の四第二項及び第二十四条の五第二項にお
いて準用する場合を含む。以下この号におい
て同じ。）の規定に違反して帳簿を備え付け
ず、これに第十九条に規定する事項を記載せ
ず、若しくは虚偽の記載をし、又はこれを保
存しなかつた者
六 第十九条の二後段（第二十四条第二項、第二
十四条の二第二項、第二十四条の三第二項、
第二十四条の四第二項及び第二十四条の五第
二項において準用する場合を含む。）の規定
に違反して、相当の理由がないのに、帳簿の
閲覧又は謄写の請求を拒んだ者
七 第二十一条第二項又は第三項（第二十四条第
二項、第二十四条の二第二項、第二十四条の
三第二項、第二十四条の四第二項、第二十四
条の五第二項及び第二十四条の六においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）に違反
して、第二十一条第二項各号（第二十四条第
二項、第二十四条の二第二項、第二十四条の
三第二項、第二十四条の四第二項、第二十四
条の五第二項及び第二十四条の六においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）に掲げ
る事項を記載せず、若しくは虚偽の記載を

第四十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、
百万円以下の罰金に処する。
一 第十二条の三第一項の規定に違反して、貸金
業務取扱主任者を 置かなかつた者
二 第十二条の三第四項の規定に違反した者
三 第十二条の四第一項の規定に違反した者
三の二 第十三条第三項（同条第五項において準
用する場合を含む。）又は第十三条の三第三
項の規定に違反した者
三の三 第十三条第四項（同条第五項において準
用する場合を含む。）又は第十三条の三第四
項の規定に違反して調査に関する記録を作成
せず、若しくは虚偽の記録を作成し、又はこ
れを保存しなかつた者
四 第十四条に規定する事項を掲示せず、又は虚
偽の掲示をした者
五 第十九条（第二十四条第二項、第二十四条の
二第二項、第二十四条の三第二項、第二十四
条の四第二項及び第二十四条の五第二項にお
いて準用する場合を含む。以下この号におい
て同じ。）の規定に違反して帳簿を備え付け
ず、これに第十九条に規定する事項を記載せ
ず、若しくは虚偽の記載をし、又はこれを保
存しなかつた者
六 第十九条の二後段（第二十四条第二項、第二
十四条の二第二項、第二十四条の三第二項、
第二十四条の四第二項及び第二十四条の五第
二項において準用する場合を含む。）の規定
に違反して、相当の理由がないのに、帳簿の
閲覧又は謄写の請求を拒んだ者
七 第二十一条第二項又は第三項（第二十四条第
二項、第二十四条の二第二項、第二十四条の
三第二項、第二十四条の四第二項、第二十四
条の五第二項及び第二十四条の六においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）に違反
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し、若しくは記録をせず、若しくは虚偽の記
録をし、又は相手方から請求があつた場合に
取立てを行う者の氏名その他の事項を明らか
にしなかつた者
七の二 第二十三条の規定に違反した者
八 第二十四条第一項（同条第二項及び第二十四
条の六において準用する場合を含む。）、第
二十四条の二第一項（第二十四条の六におい
て準用する場合を含む。）、第二十四条の三
第一項（第二十四条の六において準用する場
合を含む。）、第二十四条の四第一項（同条
第二項及び第二十四条の六において準用する
場合を含む。）又は第二十四条の五第一項
（同条第二項及び第二十四条の六において準
用する場合を含む。）の規定に違反した者
九 第三十七条第八項の規定に違反した者
十 第四十一条の二十二（第四十一条の二十四第
四項において準用する場合を含む。）の規定
による記録の作成若しくは保存をせず、又は
虚偽の記録を作成した者

して、第二十一条第二項各号（第二十四条第
二項、第二十四条の二第二項、第二十四条の
三第二項、第二十四条の四第二項、第二十四
条の五第二項及び第二十四条の六においてこ
れらの規定を準用する場合を含む。）に掲げ
る事項を記載せず、若しくは虚偽の記載を
し、若しくは記録をせず、若しくは虚偽の記
録をし、又は相手方から請求があつた場合に
取立てを行う者の氏名その他の事項を明らか
にしなかつた者
七の二 第二十三条の規定に違反した者
八 第二十四条第一項（同条第二項及び第二十四
条の六において準用する場合を含む。）、第
二十四条の二第一項（第二十四条の六におい
て準用する場合を含む。）、第二十四条の三
第一項（第二十四条の六において準用する場
合を含む。）、第二十四条の四第一項（同条
第二項及び第二十四条の六において準用する
場合を含む。）又は第二十四条の五第一項
（同条第二項及び第二十四条の六において準
用する場合を含む。）の規定に違反した者
九 第三十七条第八項の規定に違反した者
十 第四十一条の二十二（第四十一条の二十四第
四項において準用する場合を含む。）の規定
による記録の作成若しくは保存をせず、又は
虚偽の記録を作成した者

- 本則-
施行日：平成22年 6月18日
第五十条 次の各号のいずれかに該当する者は、五
十万円以下の罰金に処する。
一 第八条第一項又は第十条第一項の規定による
届出をせず、又は虚偽の届出をした者
二 第八条第三項の書類に虚偽の記載をして提出
した者
◆追加◆
三 第二十四条の六の二の規定による届出をせ
ず、又は虚偽の届出をした者
四 第四十一条の十八第一項の規定に違反して、
他の業務を行つた者
五 第四十一条の二十第一項の規定に違反して業
務規程を定めず、若しくは内閣総理大臣の認
可を受けず、又は内閣総理大臣の認可を受け
ずに業務規程の変更をした者
六 第四十一条の三十二第一項の規定に違反した
者

２ 次に掲げる違反があつた場合においては、その
違反行為をした指定試験機関の役員若しくは職
員若しくは指定試験機関から業務の委託を受け
た者（法人である場合にあつては、その役員又
は職員）又は登録講習機関（法人である場合に
あつては、その役員又は職員）は、五十万円以
下の罰金に処する。
一 第二十四条の十五又は第二十四条の四十七の
規定に違反して帳簿を備えず、これらの規定
に規定する事項を記載せず、若しくは虚偽の

第五十条 次の各号のいずれかに該当する者は、五
十万円以下の罰金に処する。
一 第八条第一項又は第十条第一項の規定による
届出をせず、又は虚偽の届出をした者
二 第八条第三項の書類に虚偽の記載をして提出
した者
二の二 第十二条の四第二項の規定に違反して従
業者名簿を備え付けず、これに同項に規定す
る事項を記載せず、若しくは虚偽の記載を
し、又はこれを保存しなかつた者
三 第二十四条の六の二の規定による届出をせ
ず、又は虚偽の届出をした者
四 第四十一条の十八第一項の規定に違反して、
他の業務を行つた者
五 第四十一条の二十第一項の規定に違反して業
務規程を定めず、若しくは内閣総理大臣の認
可を受けず、又は内閣総理大臣の認可を受け
ずに業務規程の変更をした者
六 第四十一条の三十二第一項の規定に違反した
者

２ 次に掲げる違反があつた場合においては、その
違反行為をした指定試験機関の役員若しくは職
員若しくは指定試験機関から業務の委託を受け
た者（法人である場合にあつては、その役員又
は職員）又は登録講習機関（法人である場合に
あつては、その役員又は職員）は、五十万円以
下の罰金に処する。
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記載をし、又はこれを保存しなかつたとき。
二 第二十四条の十七第一項若しくは第二項又は
第二十四条の四十九第一項の規定による報告
若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の
報告若しくは資料の提出をし、又は当該職員
の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の
答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避したとき。
三 第二十四条の十八第一項の規定による許可を
受けないで、又は第二十四条の四十三の規定
による届出をしないで、試験事務又は講習事
務の全部を廃止したとき。

一 第二十四条の十五又は第二十四条の四十七の
規定に違反して帳簿を備えず、これらの規定
に規定する事項を記載せず、若しくは虚偽の
記載をし、又はこれを保存しなかつたとき。
二 第二十四条の十七第一項若しくは第二項又は
第二十四条の四十九第一項の規定による報告
若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の
報告若しくは資料の提出をし、又は当該職員
の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の
答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避したとき。
三 第二十四条の十八第一項の規定による許可を
受けないで、又は第二十四条の四十三の規定
による届出をしないで、試験事務又は講習事
務の全部を廃止したとき。

- 改正法･附則- ～ 昭和58年 5月13日 法律 第33号～
施行日：平成22年 6月18日
（施行期日）
１ この法律は、貸金業の規制等に関する法律（昭
和五十八年法律第三十二号）の施行の日〔昭和
五八年一一月一日〕から施行する。
（電話担保金融についての特例）
14 電話担保金融における利息の契約の締結又はこ
れに基づく利息の受領若しくはその支払の要求
についての改正後の法第五条第二項及び第三項
の規定の適用については、附則第三項の別に法
律で定める日の翌日から当分の間、同条第二項
中「二十九・二パーセント」とあるのは「五十
四・七五パーセント」と、「二十九・二八パー
セント」とあるのは「五十四・九パーセント」
と、「〇・〇八パーセント」とあるのは「〇・
一五パーセント」と読み替えるものとする。

15 前項に規定する電話担保金融とは、貸金業法第
二条第二項に規定する貸金業者が業として行う
金銭の貸付けであつて、貸付けの都度、当該貸
付けに関し、電話加入権質に関する臨時特例法
（昭和三十三年法律第百三十八号）の定めると
ころにより電話加入権（電気通信事業法（昭和
五十九年法律第八十六号）附則第九条第一項又
は第二項に規定する権利をいう。）に質権が設
定され、かつ、元本額が施設設置負担金（東日
本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会
社が、電話の役務の提供を承諾する際に利用者
から交付を受ける金銭をいう。）の額を勘案し
て政令で定める金額を超えないものをいう。

16 電話担保金融についての附則第十四項に規定す
る期間内における貸金業法の規定の適用につい
ては、同法第四十三条第二項第三号（同条第三
項において準用する場合を含む。）中「出資の
受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法
律第五条第二項」とあるのは「出資の受入れ、
預り金及び金利等の取締りに関する法律の一部
を改正する法律（昭和五十八年法律第三十三
号）附則第十四項の規定により読み替えられた
出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関

（施行期日）
１ この法律は、貸金業の規制等に関する法律（昭
和五十八年法律第三十二号）の施行の日〔昭和
五八年一一月一日〕から施行する。
◆削除◆
◆削除◆
◆削除◆
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する法律第五条第二項」とする。
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